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1 山下友信『保険法』（有斐閣、平成 17 年）55 頁。「訴訟費用保険」、「弁護士保険」、「弁護
士費用保険」などとも呼ばれる。その最大市場であるドイツでは Rechtsschutzversicherung
と呼ばれ、その邦訳としては「権利保護保険」の用語が定着している。なお、英国では legal 
expenses insurance、フランスでは l’assurance-protection juridique などと呼ばれる。 





実務大系 19 保険関係訴訟法』（青林書院、平成 17 年）204-217 頁。日本弁護士連合会は、
平成 12 年 6 月、「権利保護保険」の商標につき登録出願し、平成 13 年 6 月には確定した商
標となっている。佐瀬正俊「特集権利保護保険 期待と課題 第 1 回権利保護保険の意義
と日弁連の歩み」保険毎日新聞平成 27 年 5 月 18 日 6 面。 
4 司法制度改革審議会「司法制度改革審議会意見書 ――21 世紀の日本を支える司法制度
――」（平成 13 年）30 頁。 
5 この間の「権利保護保険（弁護士保険）」制度の発展については、秋山清人「弁護士保険
（権利保護保険）揺籃期」棚瀬孝雄ほか編『権利実効化のための法政策と司法改革』（商事
法務、平成 21 年）3 頁。 
6 日弁連・協定保険会社等による「権利保護保険（弁護士保険）」に限った平成 26 年の数字
として、契約件数は約 2180 万件に至り、取扱件数は 2 万 7000 件を超えている。また、日
弁連と協定を結んでいる保険会社等は、平成 27 年 10 月 15 日現在、13 社である。日本弁
護士連合会『弁護士白書〔2015 年版〕』（平成 27 年）245 頁。協定保険会社等を含む自動
車保険の弁護士費用特約全体としては、全国で約3000万件販売されているとの推計がある。
中本和洋「特集権利保護保険 期待と課題 第 7 回さらなる発展に向けた課題と日弁連の



















                                                   
7 日弁連・協定保険会社等による「権利保護保険（弁護士保険）」の事例ではないものの、
近時の新聞報道でも取り上げられている。読売新聞平成 26 年 10 月 25 日朝刊 39 面、日本
経済新聞平成 27 年 5 月 23 日朝刊 2 面など。他方、こうした報道に対する批判的な論考と
して、森勇「特集権利保護保険 期待と課題 第 8 回訴訟法の視点から」保険毎日新聞平
成 27 年 7 月 6 日 6 面。 
8 比較的初期の文献として、発展の道を歩み出した米国のリーガル・サービス・プランにつ
いてその可能性につき検討した小島武司「弁護士保険の創設」『法律扶助・弁護士保険の比








集』（昭和 54 年）227-252 頁、さらにはドイツの権利保護保険を参考にわが国における当
面の導入可能性につき否定的な見解を述べた霜島甲一「訴訟費用保険導入の可能性につい
て」判タ 412 号（昭和 56 年）23-30 頁、これに対し米国のリーガル・サービス・プランを
参考に導入に肯定的見解を述べた西島梅治「訴訟費用保険について」財団法人法律扶助協
会編『法律扶助の歴史と展望』（財団法人法律扶助協会、昭和 57 年）478-492 頁など。時
期の近い商学者による研究として、当時の新約款である ARB69 の約款を検討し、その構造
を分析したも武田昌之「自動車損害賠償責任保険における損害填補と権利保護保険（Ⅰ）」
専修大学商学研究所年報創刊号（昭和 51 年）103-139 頁がある。その後、ドイツ権利保護
保険につき保険制度論的視点を加えた研究として、藤井一道「期待される訴訟費用保険」
法学セミナー361 号（昭和 60 年）34-37 頁、同「訴訟費用と保険」田辺康平＝石田満編『新
























                                                                                                                                                     
米国のリーガル・サービス・プランの沿革およびその仕組みとともに、日弁連における「法
律相談保険」構想の概要を紹介し、わが国の将来の権利保護保険開発の在り方を検討した
ものとして、堤淳一「訴訟費用保険」比較法雑誌 29 巻 1 号（平成 7 年）313-366 頁。 
9 実際のところ、ドイツの権利保護保険に関する文献は枚挙に暇がない。近時のごく代表的
なものをいくつか挙げると次のとおりである。すなわち、概説書として、Hering, 
Rechtsschutzversicherung (Deutscher Taschenbuch Verlag, 2005); Plote, 
Rechtsschutzversicherung, 2. Aufl. (C. H. Beck, 2010); Schneider, 
Rechtsschutzversicherung für Anfänger (C. H. Beck, 2011). コンメンタールとして、
Harbauer, Rechtsschutzversicherung, 8. Aufl. (C. H. Beck, 2010); 
Looschelders/Paffenholz, ARB (Carl Heymanns Verlag, 2014); van Bühren/Plote, 
Rechtsschutzversicherung, 3. Aufl. (C. H. Beck, 2012); Armbrüster, in: Prölss/Martin, 
Versicherungsvertragsgesetz: VVG 29. Aufl. (C. H. Beck, 2015), ARB 2010; Obarowski, 
in: Beckmann/Matusche-Beckmann, Versicherungsrechts-Handbuch 3. Aufl. (C.H.Beck, 
2015) § 37. 実務家向けのハンドブックとして Buschbell/Hering, Handbuch 
Rechtsschutzversicherung 6. Aufl. (Deutscher Anwaltverlag, 2015)、書式集として
Samimi, AnwaltFormulare Rechtsschutzversicherung, 3. Aufl. (Deutscher Anwaltverlag, 
2013). 法律雑誌 NJW において、前記 Harbauer の共著者の一人である Bauer 執筆による
権利保護保険に関する特集記事が毎年 6 月ころに掲載される。最新のものは、Bauer, 
Rechtsentwicklung bei den Allgemeinen Bedingungen für die Rechtsschutzversicherung 






















































る権利保護保険の 2011 年の総収入保険料は約 74 億ユーロであった。2008 年以降、成長は
緩やかにはなっているものの、ここ 10 年で平均 5.5%の年成長率を記録している11。権利保











保険料の水準は、自動車交通のタイプで 50～100 ユーロ、私生活のタイプで 100～200 ユ
ーロ程度が一般的である20。事業用のタイプの保険料は、加入企業の規模により異なるが、
                                                   
10 應本昌樹「特集権利保護保険 期待と課題 第 6 回権利保護保険に関する諸外国の状況」
保険毎日新聞平成 27 年 6 月 22 日 6 面参照。 
11 RIAD, The Legal Protection Insurance Market in Europe (Key Data) (2013) 
(http://riad-online.eu/fileadmin/documents/homepage/News_and_publications/Market_
Data/RIAD-2013-Key_Data_EN.pdf). 
12 Kilian, Alternatives to Public Provision: The Role of Legal Expenses Insurance in 
Broadening Access to Justice: The German Experience, 30 JOURNAL OF LAW AND 
SOCIETY 31, 32 (2003). 
13 van Bühren: in van Bühren/ Plote, aaO. (Fn. 9), Einleitung Rdn.3. 
14 その原初的な形態は 19 世紀のフランスにみることができ、その後、1905 年から 1912
年にかけてドイツ・フランスのいくつかの保険会社が保険プランを提示したが、実用的に
成功をみたのが 1917 年にフランスのル・マンに設立された La Defense Automobile et 
Sportive（DAS）社が計画したプランであるという。堤・前掲（注 8）319 頁。 
15 RIAD, supra note 11.  
16 Obarowski, aaO. (Fn. 9), Rdn. 4. 
17 Kilian, supra note 12, at 34. 
18 van Bühren: in van Bühren/ Plote, aaO. (Fn. 9), Einleitung Rdn.3. 
19 Buschbell/Hering, aaO. (Fn. 9), § 1 Rdn. 19. 
20 FINANZTEST, Heft 8/2009, S. 13 ff. 
7 
 











合保険（household insurance）に付帯して販売されている26。また、事前保険（BTE: before 
the event）とも呼ばれる通常の保険の他に、敗訴時の相手方の弁護士報酬を含む訴訟費用









                                                   
21 日弁連リーガル・アクセス・センター『権利保護保険にかかるドイツ・イギリス現地報
告書』（平成 22 年）23 頁。 
22 van Boom, Financing Civil Litigation by the European Insurance Industry, in Mark 
Tuil & Louis Visscher (ed.), New Trends in Financing Civil Litigation in Europe, 92, 95 
(Edward Elgar, 2010). 
23 van Boom, Juxtaposing BTE and ATE - on the Role of the European Insurance 
Industry in Funding Civil Litigation (2009), Rotterdam Institute of Private Law 
Working Paper, 5 (http://papers.ssrn.com/sol3/papers.cfm?abstract_id=1544145). 
24 Jagodzinski/Raiser/Riehl, Rechtsschutzversicherung und Rechtsverfolgung 
(Bundesanzeiger, 1994). 
25 Hommerich/Killian, Rechtsschutzversicherung und Anwaltschaft (Deutscher 
Anwaltverlag, 2010), SS. 68-69. 
26 日弁連リーガル・アクセス・センター・前掲（注 21）129 頁。 
27 日弁連リーガル・アクセス・センター・前掲（注 21）129 頁。 
28 長谷部由紀子「法律扶助」ジュリスト 1170 号（平成 12 年）84 頁。 
29 長谷部・前掲（注 28）85 頁。 
30 我妻学「イギリスにおける近時の民事法律扶助および訴訟費用の改正」法学会雑誌 54 巻
1 号（平成 25 年）257 頁。 





欧州では、EC 指令（Richtlinie des Rates vom 22. Juni 1987 zur Koordinierung der 




（EC 指令 3 条）権利保護保険の被保険者には弁護士選択の自由が与えられなければならな
いこと（EC 指令 4 条）、保険給付請求に関する紛争に関し仲裁等の紛争解決手続きを定め





                                                                                                                                                     
32 Jackson, Review of Civil Litigation Costs: Preliminary Report (The Stationery Office, 
2009), (‘Preliminary Report’); Jackson, Review of Civil Litigation Costs: Final Report 
(The Stationery Office, 2010), (‘Final Report’). 
33 主要な立法として、「2012 年法律扶助、犯罪者の量刑および処罰に関する法律法（Legal 
Aid,. Sentencing & Punishment of Offenders Act 2012: LASPO）」が 2012 年 5 月に成立
し、2013 年 4 月より施行されている。我妻学・前掲（注 30）280 頁。同法を含む一連の民
事司法改革立法を整理して解説を加えたものとして、Sime & French, Blackstone’s Guide 
to The Civil Justice Reforms 2013 (Oxford University Press, 2013). 
34 日弁連リーガル・アクセス・センター・前掲（注 21）173 頁。 
35 他の保険関係の指令とともにソルベンシーⅡ枠組指令（2009/138/EEC）に統合され、そ
の第 198 条ないし第 205 条に同内容の規定が置かれている。 
36 同指令の条文につき、社団法人日本損害保険協会業務開発室『EC 損害保険関係指令集』
（社団法人日本損害保険、平成 6 年）119-125 頁（日弁連リーガル・アクセス・センター・
前掲（注 21）244 頁以下に所収）。その解説につき、竹濱修監修『EU 保険関係指令の現状
（解説編）』（財団法人損害保険総合研究所研究部、平成 18 年）159-162 頁（日弁連リーガ
ル・アクセス・センター・前掲（注 21）251 頁以下に所収）。 
37 弁護士選択の自由を巡る英国の裁判例として、Brown-Quinn v Equity Syndicate 
Management Ltd [2012] EWCA Civ 1633; Pine v DAS Legal Expenses Insurance 
Company Ltd [2011] EWHC 658 (QB). 
38 オランダの事案として EuGH (8. Kammer), Urteil vom 7.11.2013 – C-442/12 (Jan 
Sneller/DAS Nederlandse Rechtsbijstand Verzekeringsmaatschappij NV) = NJW 2014, 
373、オーストリアの事案として EuGH (4. Kammer), Urt. v. 26. 5. 2011 − C-293/10 
(Gebhard Stark/D. A. S. Österreichische Allgemeine Rechtsschutzversicherung AG) = 
NJW 2011, 3077、EuGH (2. Kammer), Urteil vom 10. 9. 2009 - C-199/08 Erhard 
Eschig/UNIQA Sachversicherung-AG = NJW 2010, 355 など。 
39 ドイツの紛争解決手続きについては後述する。ベルギーには、保険会社・弁護士間の紛
争を解決するための機関として、弁護士 2 名と保険会社 2 名の 4 名で構成され、委員長を
弁護士が務める合同委員会がある。日本弁護士連合会『第 18 回弁護士業務改革シンポジウ
















  2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 
オーストリア 301 314 326 344 361 376 392 414 429 445 
                                                   
40 同指令 3 条 2 項。竹濱修監修・前掲（注 36）161 頁。 
41 ドイツ保険監督法 8a 条。 
42 1990年保険会社（訴訟費用保険）規則第5条（the Insurance Companies (Legal Expenses 
Insurance) Regulations 1990, SI 1990/1159, reg 5）。 
43 RIAD, supra note 11. イギリスの数値について、国内市場の約 20％を占めるロイズの数
値が含まれていないため、やや実勢を下回っていること、また、近年の停滞はオフショア
取引の増加が関連していると考えられることが指摘されている。 





ベルギー 247 261 276 287 300 313 326 346 368 389 
スイス 170 177 181 192 204 213 227 255 295 356 
ドイツ 2,727 2,827 2,924 3,014 3,066 3,158 3,204 3,206 3,248 3,331 
スペイン 84 89 93 117 136 145 128 126 171 123 
フィンランド 36 39 40 44 47 51 55 59 65 70 
フランス 457 515 543 558 603 666 721 815 871 920 
ギリシア 21 25 30 37 39 51 57 55 55 4 
イタリア 164 184 205 228 253 278 286 296 289 301 
オランダ n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. 639 676 714 771 800 
ポーランド 1 2 2 3 4 9 21 22 60 41 













判所（Oberlandesgericht = OLG）、地方裁判所（Landgericht = LG）および区裁判所
（Amtsgericht = AG）がこれに続く。 





して、連邦が所管する最上級裁判所の下位に位置する部分の管轄は 16 の州にある46。 
                                                   
45 Foster & Sule, German Legal System and Laws, 2nd edn (Oxford University Press, 
















万 7211 件、刑事事件は 71 万 4046 件、労働事件は 40 万 3486 件、社会事件は 39 万 2999










戦後の 1926 年に労働裁判所法（Arbeitsgerichtsgesetz = ArbGG）が発効した。これによ
り、営業裁判所に比べて、労働裁判所の管轄は大きく拡張した。戦後の短期間の中断をへ
て、1945 年、労働裁判権は、第二次世界大戦後も続いた。ドイツ基本法の公布により、1949





                                                   
47 キリアン・前掲（注 46）185 頁。 
48 連邦司法庁（Bundesamt für Justiz）の統計に基づいて算出。Bundesamt für Justiz, 
Geschäftsentwicklung bei Gerichten und Staatsanwaltschaften von 2007 bis 2013 
(https://www.bundesjustizamt.de/DE/SharedDocs/Publikationen/Justizstatistik/Gescha
eftsentwicklung_Gerichte_Staatsanwaltschaften.pdf?__blob=publicationFile&v=6). 
49 キリアン・前掲（注 46）186 頁以下参照。 
50 労働裁判所法 8 条 1 項。 
51 労働裁判所法 64 条以下。 

















ある。2012 年には、労働裁判所は 35 万 3778 件の手続を、州労働裁判所は１万 9104 件の
手続を処理し、この数は、連邦労働裁判所では 4230 件であった。この負担を裁判官当たり
でみると、一人あたり 983.3 件となる。手続の件数は、近年、大幅に減少してきている。
すなわち、1998 年に労働裁判所では 58 万 4686 の判決手続の新件があり、さらに 2003 年
にはいまだに 63 万 666 件に増加する結果となっていたのに対し、2012 年には 10 年来の一








                                                   
53 労働裁判所法 72 条以下。 
54 労働裁判所法 92 条以下。 
55 労働裁判所法 16 条 2 項。 
56 労働裁判所法 2 条。 
57 労働裁判所法 54 条。 
58 解雇保護法（Kündigungsschutzgesetz）4 条 1 文。 
59 労働裁判所法 12 条 a 第 1 項。 
60 Koch, in: Dieterich/ Müller-Glöge/ Preis/ Schaub (Hrsg.), Erfurter Kommentar zum 
Arbeitsrecht, 7. Aufl. (C. H. Beck, 2007), ArbGG § 12a Rdn 1, Rdn 2. 
61 キリアン・前掲（注 46）189 頁。 


































                                                   
63 労働裁判所法 11 条 2 項。 
64 キリアン・前掲（注 46）189 頁。 
65 行政裁判所法（Verwaltungsgerichtsordnung = VwGO）5 条 3 項。 
66 行政裁判所法 9 条 3 項。 
67 行政裁判所法 10 条 3 項。 








ドイツには、52 の行政裁判所および 15 の上級行政裁判所がある。連邦行政裁判所はライ
プツィヒにある。2012 年には約 1950 名の裁判官が行政裁判権において任用されていた。
2012 年には行政裁判所では 23 万 9189 件の手続が係属した。もっとも多いのは、経済法お
よび経済行政法、亡命法、公租法、ならびに、警察・公安法の分野から生じる手続である。
行政裁判所における新受件数の合計は、近年減少している。2003 年には未だなお 21 万 673
件の新件が係属していたが、この数は 2005 年には 15 万 4357 件に減少し、2009 年には 12
万 3183 件に減少した。上級行政裁判所には、2012 年に 2206 件が第一審として係属、上訴
審としては合計 2 万 7377 件が係属した。連邦行政裁判所には、上告審として、2012 年に
は 1999 件の手続が係属した。新受件数は、ここ 15 年で半減した。連邦行政裁判所は、1998
年にはいまだなお、上告部において 3672 件の新受件数を記録したが、2004 年の比較対象















                                                   
69 キリアン・前掲（注 46）191 頁。 
70 キリアン・前掲（注 46）192 頁。 
71 行政裁判所法 67 条 1 項。 
72 行政裁判所法 67 条 4 項。 
73 行政裁判所法 67 条 4 項。 
74 行政裁判所法 67 条 4 項。 




裁判所（Sozialgericht = SG）が管轄している76。州社会裁判所（Landeszozialgericht = LSG）
は第二審として控訴77および抗告78につき裁判を行う。州社会裁判所は、一定の列挙された
事件、特に、社会保険者に対する監督に関わる事案を第一審として管轄する。第三審とし
ては、連邦社会裁判所（Bundessozialgericht = BSG）が、上告につき管轄する79。 
社会裁判所の合議体は、職業裁判官である裁判長 1 名と 2 名の名誉裁判官によりその活
動を行う80。社会保険に関わる事案においては、名誉裁判官は被保険者および使用者の中か















属している。2012 年には、これらの裁判所には、862 名の女性裁判官および 1036 名の男
性裁判官が勤務している。2012 年、社会裁判所は、39 万 9479 件の手続きを処理し、州社
会裁判所は 2 万 7138 件の控訴を処理し、連邦社会裁判所ではその数は 2689 件であった。
社会裁判所の手続きの件数は、ここ 15 年で著しく増加した。1999 年における 25 万 1500
                                                   
76 社会裁判所法（Sozialgerichtsgesetz = SGG）8 条。 
77 社会裁判所法 143 条。 
78 社会裁判所法 172 条。 
79 社会裁判所法 160 条以下。 
80 社会裁判所法 12 条 1 項。 
81 社会裁判所法 12 条 2 項。 
82 社会裁判所法 33 条 1 項。 
83 社会裁判所法 33 条。 
84 社会裁判所法 50 条。 
85 社会裁判所法 109 条 1 項。 
86 社会裁判所法 183 条。 
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87 キリアン・前掲（注 46）194 頁。 
88 社会裁判所法 43 条 1 項。 
89 社会裁判所法 73 条 2 項。 
90 社会裁判所法 73 条 4 項。 
91 キリアン・前掲（注 46）195 頁。 
92 財政裁判所法（Finanzgerichtsordnung = FGO）5 条 3 項。 
93 財政裁判所法 5 条 3 項。 
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ドイツには、18 の財政裁判所があり、現在約 600 名の職業裁判官が勤務している。連邦
統計局の調査によれば、2012 年には 9 万 8678 件の手続きが財政裁判所に係属した。この
裁判権では新受件数は年々減少している。新たな訴訟手続の件数は、1999 年ではいまだ７











                                                   
94 財政裁判所法 10 条 3 項。 
95 財政裁判所法 33 条 1 項 1 号。 
96 財政裁判所法 33 条 1 項 2 号。 
97 財政裁判所法 33 条 1 項 3 号。 
98 行政裁判所法 40 条 1 項。 
99 財政裁判所法 44 条 1 項。 
100 財政裁判所法 44 条 1 項。 
101 キリアン・前掲（注 46）196 頁。 
102 財政裁判所法 62 条 4 項。 
103 財政裁判所法 62 条 1 項。 








（Volljurist）であることを要する。弁護士の数は 16 万 0880 人（2013 年 1 月 1 日）であ
る107のに対し、裁判官および検察官の数は、それぞれ 2 万 0382 人（2012 年 12 月 31 日）
および 5232 人（2012 年 12 月 31 日）である108。 
弁護士の職業団体としては、強制加入の弁護士会（Rechtsanwaltskammer = RAK）お
よびその連合体である連邦弁護士連合会（Bundesrechtsanwaltskammer = BRAK）のほか、
任意加入のドイツ弁護士協会（Deutsche Anwaltverein = DAV）がある。ドイツ弁護士協
会の加入者数は 6 万 6554 人（2012 年 12 月 31 日）である109。 
なお、弁護士の隣接業種には、公証人（Notar）、税理士（Steuerberater）、税務代理人
（Steuervollmächtigte）および経済監査士（Wirtschaftsprüfer）等があり、2013 年 1 月 1
日現在でそれぞれ 7560 人、7 万 9885 人、2505 人および 1 万 4345 人を数える110。 
ｂ 専門弁護士制度 
（ａ）はじめに 








                                                   
105 財政裁判所法 62 条 2 項。 
106 財政裁判所法 62 条 1 項。 
107 Killian/Dreske, Statistisches Jahrbuch der Anwaltschaft 2013/2014 (Deutscher 
Anwaltverlag, 2014), S. 24. なお、ドイツ連邦弁護士連合会の統計によると、2015 年 1 月
1 日現在の弁護士数は 16 万 3513 人となっている
（http://www.brak.de/w/files/04_fuer_journalisten/statistiken/2015/grmgstatisitik2015.
pdf）。 
108 Killian/Dreske, aaO. (Fn. 107), S. 246. 
109 Killian/Dreske, aaO. (Fn. 107), S. 211. 






























① 第 1 基準（区分できること――比重 20％）：当該専門領域が、その職務の多様性とい
う点からみて、特定の生活事実関係または特定のターゲット・グループの法律問題を、
明確に、わかりやすく、かつ包括的に表現しているか。 
② 第 2 基準（需要――比重 20％）：当該専門領域は潜在的な依頼者の幅広くかつ持続的
な需要を十分にとらえているか。 
③ 第 3 基準（競争に役立つこと――比重 10％）：当該専門領域を認めることが、第三者





査されない。その概要につき、オファーマン－ブリュッハルト・前掲（注 111）36 頁。 
113 キリアン・前掲（注 46）198 頁。 




④ 第 4 基準（難易度――比重 30％）：当該専門領域は、法律上または事実上の難易度か
ら、事実に即した事件の処理のために、弁護士を必要とするか。 





称号を使う権能を授与することを定める。連邦弁護士法 43c 条 2 項は、許可の付与に係る
弁護士の申請について、「弁護士会に設ける委員会が、弁護士により提出された特別の見識
および経験の取得に関する証拠を審査した後、弁護士会の理事会が（決定する）」と規定す
る。そのほか、連邦弁護士法 43c 条は、1 人の弁護士が使用することができる専門弁護士の
種類の最大数を 3 つに制限している（1 項 3 文）。最後に、同条は専門弁護士称号の撤回お
よび取消しを定める――後者は、特に専門弁護士規則において要求される継続研鑽を怠っ









① 弁護士として 3 年間登録され、活動している（専門弁護士規則 3 条） 
② 専門分野における特別の理論的見識の証明（同規則 2 条、4 条以下、8 条以下） 
③ 場合により、一定期間における継続研鑽の履行（同規則 4 条 2 項、3 項 2 文） 
④ 専門分野における特別の実務的経験の証明（同規則 2 条、5 条以下、8 条以下） 
⑤ 場合により、専門口頭試問の実施（同規則 7 条、24 条 5 項ないし 7 項） 
同規則 2 条によれば、申請をした弁護士は、特別の実務上の当該専門弁護士の領域に経
験を積んだことを証明しなくてはならないとされている。同規則 2 条 2 項によると、特別
の見識と経験は、それが職業教育と職についてからの実務経験を通じて通常得られる程度
を大幅に上回っているときに認められる。この特別の見識と経験の存在およびその証明が、
                                                   
115 オファーマン－ブリュッハルト・前掲（注 111）14 頁。 
116 キリアン・前掲（注 46）200 頁。 
















すべての重要な専門分野をカバーする研修」を経ることで取得できる。同条 1 項 2 文によ















専門弁護士法 6 条 1 項および 2 項によれば、弁護士会でこれを所管する委員会に、専門
分野における申請人が理論的見識を備えていることがわかる証明書や関係記録を提出しな
くてはならない。特別の実務上の経験については、申請人は、同規則 6 条 3 項 1 文にした
                                                   
118 キリアン・前掲（注 46）200 頁。 
119 キリアン・前掲（注 46）200 頁。 
120 キリアン・前掲（注 46）201 頁。 
121 キリアン・前掲（注 46）202 頁。 






取り組んだ事案を文書化したものである。同規則 6 条 3 項 1 文によると、案件リストは、
そこから記録整理番号、対象、取扱期間、活動の種類とその範囲そして手続きの状況すべ
てがわかるものとなっていなくてはならない。弁護士会は、証明書および事案リストが提
出されそして審査を経た後、同規則 5 条 3 項 3 文に基づき、必要とされる特別の実務経験
かあるかどうかをより詳細にチェックするために、抽出するかたちで調査資料の提出を求






















2013 年 1 月 1 日には、ドイツの専門弁護士資格（称号）保有者は約 4 万名、そのうちほ
ぼ 7500 名は二つの分野の有資格（称号）者であり、500 名は三つの資格（称号）保有者で
ある（弁護士は三つまで専門弁護士資格（称号）を名乗れる）。1990 年代の中葉以降、弁護
                                                   
123 キリアン・前掲（注 46）204 頁。 
124 キリアン・前掲（注 46）205 頁。 




士が好まれるのは、専門弁護士が認められる分野が 1997 年から 2008 年にかけ、4 個から
20 個まで 5 倍増加し、このようなかたちで、大幅な増加への拍車がかけられたことにもそ
の原因がある126。 


























ル・サービス市場での仕事に真摯に取り組んでいるのは、11 万人であり、残りの約 5 万人
は、事業的活動を一切していないか、非常に限定された範囲でしかしていないいわゆるシ
ンディクスないしは名目弁護士であるが、これを踏まえてみると、実態調査から分かった
                                                   
126 キリアン・前掲（注 46）205 頁。 























2007 年に、過去 5 年間の弁護士委任について行われたアンケート調査によれば、弁護士
報酬について、権利保護保険によって調達した者は 35％を占めている。これに対し、自己
資金によった者は 47％、法律扶助によった者は 8％である135。 
年間の一人当たりの権利保護保険の保険料支出および国家による法律扶助支出につき、
国際的に比較すると、ドイツでは権利保護保険は 38.99 ユーロで法律扶助は 7.16 ユーロで
あるのに対し、ベルギーでは権利保護保険は 30.44 ユーロで法律扶助は 5.31 ユーロ、オラ
ンダでは権利保護保険は 41.51 ユーロで法律扶助は 21.15 ユーロ、英国（イングランドお
よびウェールズ）では権利保護保険は 11.62 ユーロで法律扶助は 41.44 ユーロとなっている
                                                   
128 キリアン・前掲（注 46）206 頁。 
129 Deutsch, Das neue Versicherungsvertragsrecht, 6. neubearbeitete Aufl. (Verlag 
Versicherungswirtschaft, 2007), Rdn. 330. 
130 van Bühren, in: van Bühren/Plote, aaO. (Fn. 9), Einleitung Rdn. 1. 
131 新井修司＝金岡京子共訳『ドイツ保険契約法（2008 年 1 月 1 日施行）』（日本損害保険
協会＝生命保険協会、平成 20 年）378 頁。 
132 Hering, aaO. (Fn. 9), S. 19. 
133 Obarowski, aaO. (Fn. 9), Rdn. 1. 
134 Hering, aaO. (Fn. 132), S. 23. 





権利保護保険の普及率は 1990 年代半ばに 48％に達して以来下降傾向にあったが、2009
年には 41.9％の世帯が権利保護保険に加入しており、前年比 0.3ポイントの上昇に転じた137。 
なお、ドイツにおける他の保険部門の普及率をもみておくと、車両総合保険
（Vollkaskoversicherung）は 37.6％、傷害保険（Private Unfallversicherung）は 40.3％、
生命保険（Lebensversicherung）は 33.7％、賠償責任保険（Private Haftpflichtversicherung）
は 69.5％、家財保険（Hausratversicherung）は 75.2％である138。 
ｃ 権利保護保険の市場 
2014 年における権利保護保険の収入保険料は約 35 億ユーロである139。ドイツにおいて
権利保護保険は損害保険市場の 5.8％を占める140。ドイツは欧州の権利保護保険市場の約
45％を占めている141。契約件数は約 2160 万件142、支払保険給付は約 26 億ユーロ143、支払
件数は約383万件144、損害率は74.7％145、コンバインド・レシオは102.4％となっている146。
権利保護保険事業者の数は 47 である147。支払保険給付のうち、弁護士報酬は 19 億ユーロ
を超える。支払件数の割合を法分野別にみると、損害賠償法が 7％、契約法および物権法が
14％、労働法が 17％、刑法および秩序違反が 17％、相隣法（Nachbarrecht）および賃貸
借法が 13％、家族法および相続法が 5％、社会法が 3％を占めている148。支払保険給付額
でみると、労働権利保護が権利保護保険の約 35％を占めている149。 
権利保護保険およびその他の損害保険種目の契約件数の推移は次のとおりである150。 
  契約件数（百万件） 
年 1995 2000 2005 2010 2013 2014 
自動車保険計 92.1  97.2  99.1  105.1  108.9  110.2  
物保険 66.2  67.4  67.4  69.9  71.0  71.4  
                                                   
136 Hommerich/Killian, aaO. (Fn. 25), S. 93. 
137 Hommerich/Killian, aaO. (Fn. 25), S. 33-34. 2010 年以降、権利保護保険全体の世帯普
及率は明らかにされていない。GDV, Jahrbuch 2011, S. 55 によると、家族向け権利保護保
険（Familien-Rechtsschutzversicherung）に限った世帯普及率は 24.6％となっている。 
138 GDV, aaO. (Fn. 137), S. 55. 
139 GDV, Statistisches Taschenbuch der Versicherungswirtschaft 2015, S. 58. 
140 Hommerich/Killian, aaO. (Fn. 25), S. 42. ただし、2008 年の数値。 
141 RIAD, supra note 11. ただし、2011 年の数値。 
142 GDV, aaO. (Fn. 139), S. 62. 
143 GDV, aaO. (Fn. 139), S. 59. 
144 GDV, Jahrbuch 2012, S. 42. ただし、2011 年の数値。 
145 GDV, aaO. (Fn. 139), S. 60. 
146 GDV, aaO. (Fn. 139), S. 60. 
147 GDV, aaO. (Fn. 139), S. 81. 
148 Plote, aaO. (Fn. 9), Rdn. 16. 
149 van Bühren, in: van Bühren/Plote, aaO. (Fn. 9), Einleitung Rdn. 16. 
150 GDV, aaO. (Fn. 139), S. 62. 
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一般責任保険計 35.0  37.8  41.8  43.8  45.2  44.9  
傷害保険 28.2  29.1  29.2  27.3  26.5  26.1  

















2005 50 3013.9  3.1  2228.9  4.3  74.2  
2006 51 3065.8  1.7  2215.4  -0.6  72.4  
2007 51 3158.0  3.0  2222.9  0.3  70.7  
2008 49 3203.7  1.4  2275.5  2.4  71.2  
2009 46 3206.2  0.1  2410.4  5.9  75.0  
2010 47 3247.5  1.3  2335.7  -3.1  71.9  
2011 49 3330.6  2.6  2338.4  0.1  70.6  
2012 48 3343.3  0.4  2362.2  1.0  70.6  
2013 48 3416.6  2.2  2474.1  4.7  72.4  





1976–1980 11.8  15.3  
1980–1990 6.9  7.7  
1990–2000 5.1  5.6  
2000–2010 1.9 2.0 




                                                   
151 GDV, aaO. (Fn. 139), S. 81. 





比較法雑誌 48 巻 2 号（平成 26 年）47 頁参照。さらに、Kilian, Drittfinanzierung von 



















                                                   
154 ドイツでは 1990 年代にアングロサクソンの国から訴訟ファイナンスの仕組みを取り入
れた独立の提供者が登場し、比較的短期間のうちに多くの権利保護保険事業者がこぞって
市場に参入した。最低 10 万ユーロ以上の紛争のみを対象とする事業者が多い。キリアン・




Party Funding ――訴訟・仲裁費用を投資でカバーする時代――」国際商事法務 43 巻 7
号（平成 27 年）966-972 頁。オーストラリアおよび英国における議論に関し、我妻学「第
三者による訴訟費用の提供 ――オーストラリア、イギリスにおける近時の議論を中心と
して――」東北学院法学 71 巻（平成 23 年）532-500 頁参照。さらに、オーストラリアに
つき、Standing Committee of Attorney Generals, Litigation Funding in Australia: 
Discussion Paper (2006); Legg, Travers, Park & Turner, Litigation Funding in Australia, 
UNSW Law Research Paper No. 2010-12 (2010)、米国につき、Garber, Alternative 
litigation financing in the United States: issues, knowns, and unknowns (RAND 
Corporation, 2010); American Bar Association Commission on Ethics 20/20, 
Informational Report to the House of Delegates (2012)、英国につき、Hodges, Peysner & 
Nurse, Litigation Funding: Status and Issues, Oxford Legal Studies Research Paper No. 
55/2012 (2012). 
155 Wendt, Strukturen der neueren Rechtsprechung des Bundesgerichtshofs zur 
Rechtsschutzversicherung (Teil I), r + s 2006, 1, 1. 
156 Grunewald, Prozessfinanzierung, AnwBl 2001, 540, 542; Dethloff, Verträge zur 
Prozessfinanzierung gegen Erfolgsbeteiligung, NJW 2000, 2225, 2227. 
157 Wendt, aaO. (Fn. 155), S.1. 
158 Wendt, aaO. (Fn. 155), S.1. 





























                                                   
160 Hommerich/Killian, aaO. (Fn. 25), S. 82. 
161 長谷部・前掲（注 28）83 頁。van Boom, supra note 23. 
162 加納小百合＝伊藤明彦「特集権利保護保険 期待と課題 第 2 回権利保護保険の現状と
運営上の課題 ～適正な弁護士報酬と紹介弁護士の質の確保の観点から～」保険毎日新聞
平成 27 年 5 月 25 日 6 面。。 
163 van Boom, ibid. 









































                                                   
165 近見正彦ほか編『保険学』（有斐閣、平成 23 年）14 頁。 
166 van Bühren, in: van Bühren/Plote, aaO. (Fn. 9), Einleitung Rdn. 6. 









お、1994 年 7 月より、第 3 次 EU 損害保険指令の国内法化により約款認可制が廃止され、
各保険者は、認可を要せず固有の保険約款による保険を販売できるようになっている174）。

















                                                   
168 van Bühren, in: van Bühren/Plote, aaO. (Fn. 9), Einleitung Rdn. 6. 
169 Buschbell/Hering, aaO. (Fn. 9), § 1 Rdn. 19. 
170 邦訳につき、石田満ほか「西ドイツ権利保護保険普通約款（1）」損保企画 120 号（昭和
55 年）2 頁、「西ドイツ権利保護保険普通約款（2）」122 号（昭和 56 年）7 頁、「西ドイツ
権利保護保険普通約款（3）」124 号（昭和 56 年）8 頁、「西ドイツ権利保護保険普通約款（4）」
126 号（昭和 56 年）5 頁参照。 
171 Buschbell/Hering, aaO. (Fn. 9), § 1 Rdn. 19. 
172 Hering, aaO. (Fn. 9), S. 20. 
173 Obarowski, aaO. (Fn. 9), Rdn. 24. 
174 Hering, aaO. (Fn. 9), S. 20. 
175 Looschelders/Paffenholz, aaO. (Fn. 9), Teil A. Einfuhrüng Rdn. 41. 
176 Looschelders/Paffenholz, aaO. (Fn. 9), Teil A. Einfuhrüng Rdn. 42. 
177 Looschelders/Paffenholz, aaO. (Fn. 9), Teil A. Einfuhrüng Rdn. 43. 
178 Looschelders/Paffenholz, aaO. (Fn. 9), Teil A. Einfuhrüng Rdn. 44. 













る181。また、そもそもドイツの住民 10 万人あたりの民事手続に及ぶ件数（2006 年）は 1342




2004 年 に は 、 弁 護 士 報 酬 に 関 し 、 そ れ ま で の 連 邦 弁 護 士 手 数 料 法
（Bundesgebürenordnung für Rechtsanwälte = BRAGO）に代わり、弁護士報酬法（Gesetz 














                                                   
180 Plote, aaO. (Fn. 9), Rdn. 16. 
181 Hommerich/Killian, aaO. (Fn. 25), S. 68-69. 
182 Hommerich/Killian, aaO. (Fn. 25), S. 71-73. 
183 GDV, Jahrbuch 2009, S. 118. 
184 Hommerich/Killian, aaO. (Fn. 25), S. 111-132. 
185 van Bühren, Rechtsschutz - aktuelle Entwicklung des Bedingungsmarktes, AnwBl 
























険給付も 2009 年には 25 億ユーロ(前年比 9％増)に達し､損害率は 78％、コンバインド・レ
シオは 102％に達することが見込まれている。特に、2009 年には労働事件に関する支払が






義規定の導入等の一部改定があり（ARB2008）、2009 年 6 月には、メディエーション
                                                   
186 van Bühren, aaO. (Fn. 185), S. 476. 
187 GDV, aaO. (Fn. 183), S. 120. 
188 Plote, aaO. (Fn. 9), Rdn. 6. 
189 森勇「ドイツ『裁判外のリーガル・サービスに関する法律』」比較法雑誌 43 巻 2 号（平
成 21 年）223 頁。 
190 GDV, aaO. (Fn. 183), S. 118. 
191 Plote, aaO. (Fn. 9), Rdn. 6. 





明確ゆえこれを無効と解する余地があるとの見解が示された193ことを受けて、2010 年 7 月
には、同規定が改定され194、併せて、不十分な勝訴の見込みまたは濫訴が保険保護の拒絶
理由となることが明文化された（ARB 18 条の廃止および ARB 3a 条の新設）（ARB2010）。
さらに、2012 年には約款構成を一新する改定が行われた（ARB2012）195。 
６）弁護士選択の自由に関する欧州司法裁判所の先決裁定 
弁護士選択の自由を定める前記権利保護保険 EC 指令（87/344/EWG）4 条 1 項の解釈に
関するオーストリア最高裁判所からの先決裁定の申立てに対し、欧州司法裁判所は、2009














ては、裁判費用法（Gerichtskostengesetz = GKG）に定めがある。 
連邦弁護士法（Bundesrechtsanwaltsordnung = BRAO）によれば、法定報酬を下回るこ
とはできないが（連邦弁護士法 49b 条）、これを約定により上回ることは可能である。もっ
と も、 下記 の敗 訴者負 担と され る範 囲は法 定報 酬に 限ら れ （民 事訴 訟法
（Zivilprozessordnung = ZPO）91 条 2 項）、また、後記の権利保護保険普通約款によれば、
権利保護保険による給付の範囲も法定報酬に限られる(ARB 5 条)。 
（ｂ）民事訴訟における弁護士報酬の具体例197 
ａ）事例 
                                                   
193 Bauer, Rechtsentwicklung bei den Allgemeinen Bedingungen für 
Rechtsschutzversicherung bis Anfang 2010, NJW 2010, 1337, 1340. 
194 ドイツ保険協会(GDV)のプレス・リリース(2010 年 7 月 2 日)による。 
195 Looschelders/Paffenholz, aaO. (Fn. 9), Teil A. Einfuhrüng Rdn. 44. 
196 Rechtssache C-199/08. EuGH, NJW 2010, 335 = AnwBl 2009, 868 L. 









原則として、弁護士の活動に応じた指数（弁護士報酬法 2 条 2 項、付表 1）を、訴額に応
じた手数料単価（弁護士報酬法 13 条 1 項、付表 2）に乗じて、手数料を求める。上記事例
における法定弁護士報酬を計算すると、次のようになる。 
ⅰ 訴額および手数料単価 
訴額 4 万ユーロに対する手数料の単価は、902 ユーロとなる（付表 2）。 
ⅱ 手続手数料（1172.60 ユーロ） 
本来の訴訟追行に関連する弁護士の活動、すなわち、訴えの提起、依頼者との情報交換
および相手方書面への回答等につき、弁護士は、指数 1.3 の手続手数料を得る（付表 1 第
3100 項）。 
ⅲ 期日手数料（1082.40 ユーロ） 
口頭弁論期日への出頭につき、弁護士は、指数１．２の期日手数料を得る（付表 1 第 3104
項）。 
ⅳ 一般手数料（586.30 ユーロ） 
裁判外の活動に対しては、弁護士は、指数 1.3 の一般手数料を得るのが通常であるが、訴
訟手続に至った場合には、その半分（ただし、手数料額の 0.75 が限度）を算入する（付表
第 3 部前文 3 第 4 項）。よって、一般手数料の指数は 0.65 となる。 
ⅴ 定額立替金（20.00 ユーロ） 
通信費につき、実費に代えて、手数料額の 20％（ただし、20 ユーロが限度）を請求でき
る（付表 1 第 7002 項）。 
ⅵ 合計 















国家による法律扶助としては、助言援助法（Gesetz über Rechtsberatung und Vertretung 
für Bürger mit geringem Einkommen = BerHG）に基づいて弁護士による助言および裁判
外の代理に関して与えられる助言援助（Beratungshilfe）および民事訴訟法に基づいて裁判
所の手続に要する費用を援助する訴訟救助（Prozesskostenhilfe）がある。いずれも一定の

























                                                   
198 以下の記述につき、Hering, aaO. (Fn. 9), S. 13 ff. 
199 Hering, aaO. (Fn. 9), S. 13, 16. 
200 Rosenberg/Schwab/Gottwald, Zivilprozessrecht 15. Aufl. (C. H. Beck, 2004) § 87 Rdn. 
32. 






対応する月々の返済額（下表）を最大 48 月の分割払いで国庫に返済する。48 回払いによっ
て費用が完済されない場合、その余は免除される（民事訴訟法 115 条）。 
残余所得 月々の返済額 
(ユーロ) (ユーロ) 




























                                                   
202 森・前掲（注 189）223 頁。 
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権利保護保険は、私保険の一部門であることから、保険契約法（Gesetz über den 
Versicherungsvertrag = VVG）および保険監督法（Gesetz über die Beaufsichtigung der 
Versicherungsunternehmen = VAG）の規整の下にある。それぞれに権利保護保険に関す
る特則（保険契約法 125 条乃至 129 条および保険監督法 8a 条）が置かれ、弁護士選択の自
由、保険給付拒絶の際の鑑定手続や他の保険部門をも営む場合の利益相反防止措置などが
規定されている。これらの規定は、いずれも権利保護保険 EC 指令（Richtlinie des Rates 
vom 22. Juni 1987 zur Koordinierung der Rechts- und Verwaltungsvorschriften für die 




険に適用されるものの一般的な適用があるほか204、第 2 編第 2 章（第 125 条ないし第 129
条）205に権利保護保険に関する特則がおかれている。2008 年の全面改正前の旧保険契約法
（以下「旧法」という）には、権利保護保険に関する特則として、第 158l 条ないし第 158o
条が設けられていたが、これらは、1990 年に EC 指令の国内法化のために、追加されたも
のである。2008 年の同改正では第 125 条が新たに追加されたほかは、旧法からの実質的な
変更はない。 
各規定の内容は、概ね次のとおりである。 
（ａ）第 125 条 保険者の給付 
「権利保護保険において、保険者は合意された範囲内において、保険契約者または被保
険者の法的利益を擁護するために必要な給付をなす義務を負う。」として、一般的な普通保
険約款の定め（ARB94/2000 第 1 条）にならい、主として権利保護保険の追求する経済的
目的を述べている206。 





法 158l 条と同旨であり、利益相反の防止措置を定める EC 指令 3 条に対応する。 
（ｃ）第 127 条 弁護士選択の自由 
                                                   
203 条文の邦訳につき、社団法人日本損害保険協会業務開発室・前掲（注 35）119 頁。立法
経緯等の解説につき、竹濱修監修・前掲財団法人損害保険総合研究所研究部『EU 保険関係
指令の現状（解説編）』（損害保険総合研究所、平成 18 年）158 頁。 
204 van Bühren, in: van Bühren/Plote, aaO. (Fn. 9), Einleitung Rdn. 10. 
205 条文の邦訳につき、新井＝金岡共訳・前掲（注 131）46-47 頁。 
206 新井＝金岡共訳・前掲（注 131）378 頁。 




定める弁護士選択自由の原則（同法 3 条 3 項）を権利保護保険の場合にも適用するもので
ある208。ARB 17 条 1 項が本条に対応する。旧法 158m 条と同旨である。弁護士選択の自














める EC 指令 6 条に対応する。 
（ｅ）第 129 条 別段の合意 














                                                   
208 Bauer, in: Harbauer, aaO. (Fn. 9), § 127 VVG Rdn. 1. 
209 条文の邦訳につき、吉川吉衛監訳『ドイツの保険監督法 ――監督法・渉外法・競争法










る申告をしてはならない（同条 4 項）。同条 3 項および 4 項の違反に対しては、過料による








ドイツ保険協会（Gesamtverbandes der Deutschen Versicherungswirtschaft e.V. = 





款は、2014 年 10 月現在の ARB 2012212である。 
ｂ 約款の構成 




（ａ）第 1 部 保険の内容（ARB 1 条ないし 6 条） 
給付種類、免責事由、権利保護請求権の要件、給付範囲、適用地域等について規定する。 
（ｂ）第 2 部 保険関係（ARB 7 条ないし 16 条） 
保険期間、保険料の支払および遅延の効果、保険料算定上重要な事情変更、被保険利益
                                                   
210 Präve, in: Prölss, Versicherungsaufsichtsgesetz, 12. Aufl. (C. H. Beck, 2005), § 8a 
Rdn. 3. 







（ｃ）第 3 部 権利保護事故（ARB 17 条ないし 20 条） 
権利保護事故発生後の行為、保険者による権利保護の拒絶の際の手続き、管轄裁判所、
準拠法について規定する。 


















とする方式（交通用具に関連付けられた権利保護）（同条 3 項）とがある。ARB75 では、
前者は交通権利保護（ARB75 第 21 条）、後者は交通用具権利保護（同 22 条）として、別


























































（ｈ）自営業者のための私生活、職業および交通権利保護（ARB 28 条） 
概ね（ａ）、（ｃ）および（ｄ）の類型の組合せである。 





















（ｂ）労働権利保護（ARB 2 条 b） 
労働関係および公法上の職務関係に基づく法的利益の擁護を目的とする。個別的労働関
係に基づくものでなければならず、集団的労働関係に基づくものは除外される。 
                                                   
213 Hering, aaO. (Fn. 9), S. 41. 
214 Obarowski, aaO. (Fn. 9), Rdn. 40. 
215 Plote, in: van Bühren/Plote aaO. (Fn. 9), §2 Rdn. 5. 









（ARB 3 条 2 項 b 参照）。 



















                                                   
217 Obarowski, aaO. (Fn. 9), Rdn. 54. 
218 Obarowski, aaO. (Fn. 9), Rdn. 53. 
219 Plote, in: van Bühren/Plote, aaO. (Fn. 9), §2 Rdn. 12. 
220 Plote, in: van Bühren/Plote, aaO. (Fn. 9), §2 Rdn. 14. 
221 Plote, in: van Bühren/Plote, aaO. (Fn. 9), §2 Rdn. 15. 
222 Hering, aaO. (Fn. 9), S. 62. 
223 Hering, aaO. (Fn. 9), S. 64. 
224 Hering, aaO. (Fn. 9), S. 65. 
225 Hering, aaO. (Fn. 9), S. 66. 
226 Hering, aaO. (Fn. 9), S. 67. 
227 Hering, aaO. (Fn. 9), S. 67. 





























                                                   
229 Hering, aaO. (Fn. 9), S. 68. 
230 Hering, aaO. (Fn. 9), S. 68. 
231 Hering, aaO. (Fn. 9), S. 68-69. 
232 Hering, aaO. (Fn. 9), S. 70. 
233 Hering, aaO. (Fn. 9), S. 70. 
234 Hering, aaO. (Fn. 9), S. 71. 
235 Hering, aaO. (Fn. 9), S. 71. 
236 Hering, aaO. (Fn. 9), S. 72-73. 
237 Hering, aaO. (Fn. 9), S. 73. 
238 Hering, aaO. (Fn. 9), S. 73. 
239 Hering, aaO. (Fn. 9), S. 74. 
240 Hering, aaO. (Fn. 9), S. 74. 
241 Hering, aaO. (Fn. 9), S. 75. 
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（ｊ）秩序違反権利保護（ARB 2 条 j） 
秩序違反（主に交通反則金）の追及に対する防御を目的とする。但し、駐停車違反に関













                                                   
242 Hering, aaO. (Fn. 9), S. 75. 
243 Hering, aaO. (Fn. 9), S. 79. 
244 Hering, aaO. (Fn. 9), S. 76. 
245 Hering, aaO. (Fn. 9), S. 80. 
246 Hering, aaO. (Fn. 9), S. 85. 
247 Hering, aaO. (Fn. 9), S. 87. 
248 Hering, aaO. (Fn. 9), S. 88. 












































交通権利保護 ○     ○ ○   ○   ○ ○   
自営業者の私
生活権利保護 














    ○   ○             
３）保険事故 




始の後 3 か月の経過（待機期間）の後に初めて保険保護が与えられる。 
なお、上記ローラント社の普通約款では、前記の通り、私生活領域全般（事業者向け商
品の場合は事業領域全般）に関する電話法律相談についての保険給付が規定されているが、
                                                   





ａ 損害賠償権利保護の場合 ―損害原因事故（Schadenereignis） 
損害をもたらした最初の事象の発生が、保険事故とされる（ARB 4 条 1 項 a）。この損害
の発生は主張上のもので足りる252。 
ｂ 家族法、生活パートナー法および相続法における相談権利保護の場合 ―法的地位の
変更（Änderung der Rechtslage） 
保険契約者または共同被保険者の法的地位の変更を生じる事象が、保険事故とされる
（ARB 4 条 1 項 b）。たとえば、保険契約者に扶養義務を生じさせる子供の誕生や配偶者に
離婚権を生じさせる婚姻の破綻、保険契約者が相続人となる被相続人の死亡がこれに当た
る253。 
ｃ その他の場合 ―法違反（Verstoß） 
保険契約者その他の者が法律上の義務または法律上の規定違反を犯した時点が、保険事






の対象である（同条 1 項 h）。また、翻訳費用の負担や保釈保証金のための無利子の貸付も












                                                   
251 日弁連リーガル・アクセス・センター・前掲（注 21）22 頁。 
252 Hering, aaO. (Fn. 9), S. 90-91. 
253 Hering, aaO. (Fn. 9), S. 92-93. 
254 Cornelius-Winkler/Ennemann, Rechtsschutzversicherung und Gebühren im 





















保護拒絶の場合の紛争処理手続きを置くものとされている（ARB 3a 条）。 
なお、前記の訴訟救助については、十分な勝訴の見込みがあり、かつ、濫訴とはみえな













                                                   
255 Hering, aaO. (Fn. 9), S. 105. 
256 Hering, aaO. (Fn. 9), S. 106. 

































                                                   
258 Hering, aaO. (Fn. 9), S. 107. 
259 Obarowski, aaO. (Fn. 9), Rdn. 286. 
260 Hering, aaO. (Fn. 9), S. 108-111. 
261 Hering, aaO. (Fn. 9), S. 111. 
262 Hering, aaO. (Fn. 9), S. 112. 
263 Hering, aaO. (Fn. 9), S. 113-114. 
264 Plote, in: van Bühren/Plote, aaO. (Fn. 9), Rdn. 146. 


























保険金額（1 事故の填補限度額）の水準は、事業者や商品により違いがある。概ね 25 万
ユーロないし 100 万ユーロの範囲内にあるが、100 万ユーロとする事業者・商品が多い。
保険金額を無制限とする事業者・商品も少なからずある （2009 年 5 月 25 日現在） 271。 




                                                   
266 Hering, aaO. (Fn. 9), S. 119. 
267 Hering, aaO. (Fn. 9), S. 120. 
268 Hering, aaO. (Fn. 9), S. 122-123. 
269 Hering, aaO. (Fn. 9), S. 124. 
270 Hering, aaO. (Fn. 9), S. 124-125. 
271 FINANZTEST, aaO. (Fn. 20), S. 13 ff. 
272 日弁連リーガル・アクセス・センター・前掲（注 21）22 頁。 
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一般的な年間保険料水準は、自己負担額 150ユーロの場合は 59ユーロないし 116ユーロ、
自己負担額なしの場合は 87 ユーロないし 166 ユーロである（2006 年 5 月 1 日現在） 274。
但し、対象を特定の 1 台の自動車に限定する廉価型の交通権利保護の保険料は、自己負担
額 150 ユーロの場合、42 ユーロないし 83 ユーロである（2005 年 1 月 1 日現在）275。 
上記ローラント社の保険料表によれば、保険金額 100 万ユーロの一般商品における年間
保険料は、自己負担額 250 ユーロで 84.04 ユーロ、自己負担額 150 ユーロで 99.51 ユーロ、
自己負担額なしで 135.41 ユーロである276。但し、対象を特定の 1 台の自動車に限定する廉
価型の保険料は、自己負担額 250 ユーロで 56.42 ユーロ、自己負担額 150 ユーロで 64.63
ユーロ、自己負担額なしで 93.36 ユーロである277。さらに、34.16 ユーロの追加保険料で、
私生活領域全般に関する電話法律相談がつく278。 
ｂ 自営業者のための私生活権利保護 
一般的な年間保険料水準は、自己負担額 150 ユーロの場合は 108 ユーロないし 211 ユー
ロ、自己負担額なしの場合は 126 ユーロないし 285 ユーロである（2006 年 5 月 1 日現在） 
279。 
上記ローラント社の保険料表によれば、保険金額 100 万ユーロの一般商品における年間
保険料は、単身者の場合、自己負担額 250 ユーロで 134.96 ユーロ、自己負担額 150 ユーロ
の保険料は 159.14 ユーロ、自己負担額なしの保険料は 231.65 ユーロである280。家族があ
る場合は、自己負担額 250 ユーロで 158.77 ユーロ、自己負担額 150 ユーロで 187.21 ユー
ロ、自己負担額なしで 272.53 ユーロである281。 
ｃ 自営業者のための職業権利保護、会社および社団のための権利保護 
上記ローラント社の保険料表によれば、保険料は年間給与総額（Lohnsumme）および従
                                                   
273 日弁連リーガル・アクセス・センター・前掲（注 21）22 頁。 
274 FINANZTEST, Heft 6/2006, S. 13 ff. 
275 FINANZTEST, aaO. (Fn. 274), S. 12 ff. 
276 日弁連リーガル・アクセス・センター・前掲（注 21）23 頁。 
277 日弁連リーガル・アクセス・センター・前掲（注 21）23 頁。 
278 日弁連リーガル・アクセス・センター・前掲（注 21）23 頁。 
279 FINANZTEST, aaO. (Fn. 274), S. 13 ff. 
280 日弁連リーガル・アクセス・センター・前掲（注 21）23 頁。 




品における年間保険料は、年間給与総額が 30 万ユーロで従業員数が 10 人である場合、自
己負担額 250 ユーロで 1075.24 ユーロ、自己負担額 150 ユーロで 1272.94 ユーロ、自己負
担額なしで 1622.83 ユーロである283。 
ｄ 非自営業者のための私生活および職業権利保護 
一般的な年間保険料水準は、自己負担額 150 ユーロの場合は 105 ユーロないし 211 ユー
ロ、自己負担額なしの場合は 126 ユーロないし 285 ユーロである（2006 年 5 月 1 日現在） 
284。 
上記ローラント権利保護保険株式会社の保険料表によれば、保険金額 100 万ユーロの一
般商品における年間保険料は、単身者の場合、自己負担額 250 ユーロで 122.69 ユーロ、自
己負担額 150 ユーロの保険料は 144.67 ユーロ、自己負担額なしの保険料は 210.59 ユーロ
である285。家族がある場合は、自己負担額 250 ユーロで 144.34 ユーロ、自己負担額 150
ユーロで 170.19 ユーロ、自己負担額なしで 247.75 ユーロである286。電話法律相談も含ま
れている287。 
ｅ 住居および土地の所有者および使用賃借人のための権利保護（ｄ）に追加する場合） 
一般的な年間保険料水準は、自己負担額 150ユーロの場合は 28ユーロないし 69ユーロ、
自己負担額なしの場合は 39 ユーロないし 67 ユーロとなっている（2006 年 5 月 1 日現在） 
288。 
上記ローラント社の保険料表によれば、保険金額 100 万ユーロの一般商品における年間
保険料は、自己負担額 250 ユーロで 40.15 ユーロ、自己負担額 150 ユーロで 47.54 ユーロ、








ｂ 「自営業者および会社向けの生存権利保護（Existenz-RS für Selbständige und 
                                                   
282 日弁連リーガル・アクセス・センター・前掲（注 21）23 頁。 
283 日弁連リーガル・アクセス・センター・前掲（注 21）23 頁。 
284 FINANZTEST, aaO. (Fn. 274), S. 13 ff. 
285 日弁連リーガル・アクセス・センター・前掲（注 21）24 頁。 
286 日弁連リーガル・アクセス・センター・前掲（注 21）24 頁。 
287 日弁連リーガル・アクセス・センター・前掲（注 21）24 頁。 
288 FINANZTEST, aaO. (Fn. 274), S. 13 ff. 
289 日弁連リーガル・アクセス・センター・前掲（注 21）24 頁。 


























保険契約者は、費用負担なく、保険オンブズマン（Ombudsmann für Versicherungen e.V. 
= Versicherungsombudsmann）に対し、10 万ユーロを超えない範囲の苦情を申し立てる
こ と が で き る （ 保 険 オ ン ブ ズ マ ン 手 続 規 則 （ Verfahrensordnung des 
Versicherungsombudsmanns = VomVO）2 条 3 項 a））295。保険オンブズマンは、1 万ユ
ーロまでの苦情につき保険者に対して拘束力のある決定を下すことができ、1 万ユーロを超
え 10 万ユーロまでの苦情については拘束力のない勧告を出すことができるにとどまる（保
険オンブズマン手続規則 10 条 3 項 2 文）296。2014 年の適法な申立て 1 万 2815 件のうち、
権利保護保険に関するものは 2110 件で、16.5％を占め、生命保険の 3738 件、29.2％に次
                                                   
291 Plote, aaO. (Fn. 9), Rdn. 297. 
292 Plote, aaO. (Fn. 9), Rdn. 293. 
293 Plote, aaO. (Fn. 9), Rdn. 298. 
294 Obarowski, aaO. (Fn. 9), Rdn. 547. 
295 Versicherungsombudsmann, Jahresbericht 2014, S. 112. 
296 Versicherungsombudsmann, aaO. (Fn. 295), S. 116. 
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いで全保険分野の中で 2 番目に大きい297。 
他方、保険事業者との紛争に関し、その監督官庁である連邦金融監督庁（Bundesanstalt 
für Finanzdienstleistungsaufsicht = BaFin）に苦情を申し立てることもできる。もっとも、
連邦金融監督庁の介入は、個別事案の処理を目的とするものではないことから、紛争解決





は、費用の免脱（ Freistellung ）または権利保護引受義務（ Verpflichtung zur 
Rechtsschutzübernahme）の確認訴訟であるが300、既に保険契約者が費用を支払っている
場合には、その支払を求める給付訴訟の形をとる301。 
権利保護保険の填補訴訟の件数はさほど多いものではなく、1998 年には約 350 万件の事










                                                   
297 Versicherungsombudsmann, aaO. (Fn. 295), S. 104. 
298 Plote, aaO. (Fn. 9), Rdn. 442. 
299 Plote, aaO. (Fn. 9), Rdn. 448. 
300 Plote, aaO. (Fn. 9), Rdn. 449. 
301 Plote, aaO. (Fn. 9), Rdn. 450. 
302 Buschbell/Hering, aaO. (Fn. 9), § 36 Rdn. 3. 
303 應本昌樹「権利保護保険における保険事故に関する一考察 ――法違反の主張を支える
三本柱のレシピについて――」大谷孝一博士古稀記念『保険学保険法学の課題と展望』（成
文堂、平成 23 年）503-531 頁参照。 
304 ヴァイヤース＝ヴァント（藤岡康宏監訳、藤原正則＝金岡京子共訳）「保険契約法」（成
文堂、2007 年）235 頁。 
305 ARB 75（14 条）では、①損害賠償請求事件、②家族法法律相談、③刑事・秩序違反事
件および④その他の 4 種類が定められていたところ、ARB 94 以降は、③および④が統合さ
れて 3 種類となった。また、損害賠償請求事件における保険事故につき、ARB 75 では結果
事故（Folgeereignis）が保険事故とされていたのに対し、ARB 94 以降は原因事故
（Kausalereignis）が保険事故とされている。もっとも。実際には依然として結果事故を採




損害をもたらしたかまたはもたらしたとされる（„verursacht wurde oder verursacht 
worden sein soll“）最初の事件（Ereignis）が、保険事故とされる（ARB 4 条 1 項 1 文 a）。 
（ｂ）家族法法律相談の場合――法的地位の変更（Änderung der Rechtslage） 
保険契約者または共同被保険者の法的地位の変更を生じる事件が、保険事故とされる
(ARB 4 条 1 項 1 文 b）。 
（ｃ）その他の場合――事実上または主張上の法違反（Rechtsverstoß） 
保険契約者その他の者が法律上の義務または法律上の規定に対する違反を犯したかまた
は犯したとされる（einen Verstoß „ begangen hat oder begangen haben soll“）時点が、保
















除き、原則として、保険開始から 3 か月経過するまでは、保険保護は与えられない（ARB 4
条 1 項 3 文）。 
                                                                                                                                                     
306 さらに時代を遡ると、ARB 54 においては、①請求権の発生(die Entstehung der 
Anspruch)、②刑罰規定の違反(die Verletzung von Strafvorschriften)及び③保険契約者に
よる相談の申込み(der Antrag des VersicherungSEiehmers auf Beratung）か、保険事故
とされていた。Fischer, Versicherungsfähiges Risko und Versicherungsfall der 
Rechtsschutzversicherung (1969), S.106. 
307 Cornelius-Winkler, in: Cornelius-Winkler/Ennemann, aaO. (Fn. 254), Rdn.52. 
308 Plote, aaO. (Fn.9), Rdn.439. 
309 他方、「権利保護請求権が、当該保険対象に対する保険保護の終了から 3 年より後に初
めて主張された場合」には、権利保護が与えられない（ARB 4 条 3 項 b）として、保険期
間終了後のいわゆるロング・テール問題への対処がなされている。 
310 Maier, in; Harbauer, aaO. (Fn. 9), § 4 ARB 2000 Rdn.40; LG Trier Urt. v. 17.9.1992 - 









すなわち、労働者が 2001 年 1 月 1 日から権利保護保険に加入していた。使用者は、保険
契約者（労働者）が①1999 年 12 月 15 日に経費を不正請求し、②2001 年 2 月 1 日に業務
命令に違反し、③2001 年 4 月 25 日に労働を拒否したと主張して、④保険契約者（労働者）








れにあたり、その開始時が、保険事故発生の基準とされる(ARB 4 条 2 項 1 文）。具体的に
は、賃借人である保険契約者が正当な理由のない転貸をした場合などがこれにあたる313。 
（ｄ）違反を生じさせた意思表示（Willenserklärung als Auslösender） 
保険開始前になされた意思表示（Willenserklärung）または法的行為（Rechtshandlung）











                                                   
311 Plote, aaO. (Fn.9), Rdn.320. 
312 Cornelius-Winkler, in: Cornelius-Winkler/Ennemann, aaO (Fn.254), Rdn.51-57. 
313 Plote, aaO. (Fn.9), Rdn.322. 
314 Plote, aaO. (Fn.9), Rdn.319. 
315 Obarowski, aaO. (Fn.9), Rdn.464. 
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が必要である。約款上は、前者については主として被保険者の範囲（ARB 21 条 1 項ないし
3 項等）として、後者は給付種類の範囲（ARB 2 条、ARB 21 条 4 項等）として表現されて
いる。 
他方、免責事由に該当する場合（ARB 3 条）には、保険保護は与えられない。また、十
分な勝訴の見込み（hinreichende Aussicht auf Erfolg）がない場合（但し、懲戒・分限事
件、刑事事件、秩序違反事件および家族法法律相談を除く）（ARB 3a 条 1 項 1 文 a）や濫
訴（Mutwlligkeit）にあたる場合（ARB 3a 条 1 項 1 文 b）には、保険者は保険保護を拒絶
することができる。さらに、責務（Obliegenheit）違反の場合にも、保険保護が制限されう




□ ARB 21 条ないし 29 条のうち、どのタイプに加入しているか。 









□ 上記の要件をみたす場合、填補の約束の請求権の根拠は何か（たとえば、ARB 5 条 2
項の支払請求権）317。 
□ 保険保護が失われるような責務違反（Obligenheitsverletzung）がないか。 
□ 填補の約束の対象となる費用の範囲は、ARB 5 条による。 
ｄ 主張上の保険事故に関連して不当な利益追求を除外する仕組み 
上述の通り、権利保護保険の保険事故には、事実上のもののみならず、主張上のものも




                                                   
316 Cornelius-Winkler, in: Cornelius-Winkler/Ennemann, aaO. (Fn.254), Rdn.16. 
317 権利保護保険の保険給付請求権は、原則として、保険契約者の負う弁護士報酬等の支払
義務からの免脱請求権（Freistellunsgsanspruch）であるが、すでに保険契約者により支払
義務が履行されているような場合には金銭支払請求権となる（ARB 5 条 2 項）。 
58 
 
に応じて関係書類を提供」しなければならないとされており（ARB 17 条 1 項 b）、保険契
約者が保険者に対し、保険事故に関し虚偽の報告をすることは許されない318。これに違反
した場合には、保険保護が失われうる（同条 6 項）。 
また、すでに述べたとおり、十分な勝訴の見込みがない場合（ARB 3a 条 1 項 1 文 a）や











れていたところ、2008年 11月 19日には、遂に連邦通常裁判所の画期的判決321が出された。 
保険事故としての法違反の問題には弁護士の関心も高く、2006 年および 2008 年には、
ドイツ弁護士協会（DAV）の保険法研究グループ（ARGE Vesicherungsrecht）において、




                                                   
318 Bauer, in: Harbauer, aaO. (Fn. 9), § 17 ARB 2000 Rdn.35; LG Trier Urt. v. 17. 9. 1992 
- 6 O 121/92, r + s 1993, 147. 
319 Maier, in: Harbauer, aaO. (Fn. 9), § 4 ARB 2000 Rdn.36. 
320 Maier, in: Harbauer, aaO. (Fn. 9), § 4 ARB 2000 Rdn.57. 
321 BGH Urt. v. 19.11.2008 - IV ZR 305/07, BGHZ 178, 346 = MDR 2009, 202 f. 
322 これらの講演の権利保護保険の保険事故に関する部分の記録として、Wendt, aaO. (Fn. 
155); Vertiefung der neueren Rechtsprechung des Bundesgerichtshofs zur 
Rechtsschutzversicherung, r + s 2008, 221. 重点を変えてまとめ直した論考として、
Wendt, Strukturen der neueren Rechtsprechung des Bundesgerichtshofs zum 
Rechtsschutzfall, MDR 2006, 132; Der Rechtsshutzfall mit seinen vor- und 
nachvertraglichen Ausdehnungen, MDR 2008, 717. 講演のテーマは多岐にわたっており、
その他のテーマに関する講演部分の記録および論考につき、Wendt, Strukturen der 
neueren Rechtsprechung des Bundesgerichtshofs zur Rechtsschutzversicherung (Teil II), 
r + s 2006, 45 および Risikoausschlüsse in der Rechtsschutzversicherung, MDR 2006, 
481; Aktuelles zu Risiko- und Leistungsausschlüsse in Rechtsschutzversicherungen, 
MDR 2008, 902; Rechtsschutzversicherung - Erfolgsussichten, Aufklärungsgebote, 










保険者 Y に対しその弁護士費用の支払を求めたところ、Y が保険事故は発生していないと
してこれを拒絶したため、X がその支払いを求めて訴えを提起した。 













                                                   
323 Wendt, Die Rechtsprechung des BGH zum Versicherungsrecht 
Rechtsschutzversicherung, r + s 2010, 221; Der durchschnitliche Versicherungsnehmer 
und die neuere Rechtsprechung des BGH zum Rechtsschutzversicherung, MDR 2010, 
786. この講演のその他のテーマにつき、Wendt, Risikobegrenzungen, 
Obliegenheitsverletzungen und die neuere Rechtssprechung des BGH zur 
Rechtsschutzversicherung, MDR 2010, 1168 参照。なお、その後に行われた Wendt 裁判
官の権利保護保険に関する講演につき、Wendt, Die Rechtsprechung des 
Bundesgerichtshofes zur Rechtsschutzversicherung - Der Rechtsschutzversicherer und 
sein durchschnittlicher Versicherungsnehmer, r + s 2012, 209 ff.; Die Rechtsprechung 
des IV. Zivilsenats des Bundesgerichtshofs zur Rechtsschutzversicherung, r + s 2014, 
328.および Der Rechtsschutzversicherer und sein „durchschnittlicher 
Versicherungsnehmer“ - Rechte des Versicherungsnehmers in der aktuellen 
BGH-Rechtsprechung, MDR 2012, 821; Der Rechtsschutzversicherer und sein  
„durchschnittlicher Versicherungsnehmer“, Obliegenheitsverletzungen und Kosten- 
und Gebührenfragen in der neuen BGH-Rechtsprechung, MDR 2012, 947.参照。Wendt
裁判官による一連のドイツ弁護士協会の保険法研究グループにおける権利保護保険に関す
る講演は 2006 年、2008 年、2010 年、2012 年および 2014 年の 5 回にわたり行われた。 
324 本件の権利保護保険では、普通保険約款としては、ARB 75 が使用されていた。その 14

































































                                                   
325 ヴァイヤース＝ヴァント・前掲（注 304）61 頁。BGH v. 23.1993 - IV ZR 135/92, 
BGHZ123, 83 (85) =MDR 1993, 841. 
326 Wendt, aaO. (Fn. 323), MDR 2010, 786. 具体例として、民事第 11 部（金融・資本市場
法）の撤回教示事案における平均的消費者（BGH 10.3.2009 XI ZR 33/08, BGHZ 180, 
123=MDR 2009, 820 ff.）、民事第 1 部（著作権法等）の模造品事案における平均人（BGH 
30.4.2009 1 ZR 42/07. BGHZ 181, 98.）、民事第 8 部（居室賃貸借法等）の営業費清算事案
における平均的賃借人（BGH, Beschl. 23.9.2009 VIII ZA 2/08, MDR 2010, 21 = NJW, 
2009, 3575; Urt. v. 19.11.2008-VIII ZR 295/07, MDR 2009, 196.）、民事第 2 部（金融市場
安定化基金法による紛争等）の訪問販売撤回法（HWiG）による撤回権事案における平均的
読者（BGH Urt. v. 18.04.2005 - II ZR 224/04=MDR 2005, 1094=NJW-RR 2005, 2017.）
が挙げられている。 
327 Mathy, Drei Beispielsfälle für überflüssige Deckungsprozesse in der 
Rechtsschutzversicherung, VersR 2009, 1194, 1199. 
328 Wendt, aaO. (Fn. 323), MDR 2010, 786, 787. 


























                                                   
330 ドイツにおいては、解雇制限法（Kündigungsschutzgesetz―KSchG）による一般的な
解雇制限があり、社会的に不当な解雇は原則として無効とされる(KschG 1 条１項）。すなわ
ち、労働者 10 人以上の事業所において（KschG 23 条１項）、労働関係が 6 か月以上存続し
た労働者（KschG 1 条 1 項）には、同法の適用があり、解雇を正当化しうる事由として、
①個人的な理由による解約告知（Personenbedingte Kündigung）、②行動を理由とする解
約告知(Verhaltensbedingte Kündigung)および③経営上の理由による解約告知



















ａ）Reemtsma 事件（連邦通常裁判所 2003 年 3 月 19 日判決）332 
保険契約者Ｘが、タバコ製造者 R に対する喫煙による健康被害による損害賠償請求の訴




1964 年以来、X はもっぱら R 社製造の[E]ブランドのたばこを吸っていた。1993 年には
心筋梗塞を患った。その後 X は、バイパス手術等の複数の手術を受けた。X は、1983 年 12
月１日から Y において権利保護保険に加入している。 




煙をやめることに成功したはずであり、1989 年ないし 1990 年になって発生した心血管の
発病および後の心筋梗塞には至らなかったとした。 













                                                   
331 Wendt, aaO. (Fn. 323), MDR 2010, 786, 788. 




「保険事故は 83 年 12 月 1 日より前にはなく、それゆえ保険期間内に発生した。X は、R
社は 1984 年から知っていたアセトアルデヒドの中毒刺激作用についての警告指示を怠り、
故意にたばこに中毒増強物質を混合したとして、損害原因となった行為につき、R 社に責め
を負わせた。X は、これより早い R 社の義務違反の行為によっては、訴えを理由づけてい
ない。それゆえ、Y の見解にかかわらず、X がすでに 1975 年よりニコチン中毒であったか
どうかは問題にならない｡」 
ｂ）Neuwertspitzenfall 事件（連邦通常裁判所 2005 年 9 月 28 日判決）333 
X が権利保護保険者である Y に対し、火災保険者との間の紛争について、権利保護を求
めた事案である。2008 年判決と同様に、保険事故としての主張上の法違反の発生時期が問
題となった事案であるが、ここでは権利保護保険の終期との関係で問題となった。なお、
本件では、このほか建築融資条項（ARB 3 条 1 項 d）dd））による免責も争点となっていた
ところ、結局この点の Y の主張が通り Y 勝訴に終わっている。 
ⅰ 事案の概要 





















                                                   











に努める平均的な保険契約者の見方（die Sichtweise des durchschnittlichen, um 
Verständnis bemiihten Versicherungsnehmers ohne versicherungsrechtliche 
Spezialkenntnisse）が問題となる…。ARB96 第 4 条 1 項 1c 文の文言ならびに認識しうる












…これによれば、権利保護事故を生じる ARB96 第 4 条 1 項 1 文 c にいう違反の承認のた
めには、‥･そのような法律上の紛争の端緒をはらむ事実上の客観的に確定できる出来事で
足りる。その場合、法律上の紛争は潜在的に存在し、それゆえある程度「予定されている






















ろ335、2006 年 7 月 19 日には、解約告知の脅しの時点において、保険事故の発生を認めた
Saarbrücken 高等裁判所の注目すべき判決が登場し、連邦通常裁判所の動向が注目されて
いた。同判決は、保険契約者に広範な権利保護を与えるという ARB94 第 4 条 1 項 1 文 c













Wendt 裁判官は、前掲の 2003 年および 2005 年のほか、2007 年の連邦通常裁判所決定337
をも加えた三つの先例より導かれるものとして、本判決にも示された「三本柱モデル
（Drei-Säulen-Model）」を提唱している。すなわち、保険事故としての法違反を支えるた
めの保険契約者の陳述の要件として、次の 3 点を挙げる。 
① 第 1 の柱（事実の核心）：単なる価値判断ではなく、客観的な事実の核心
(Tatsachenkern)を含むこと。 
② 第 2 の柱（違反）：これにより、契約相手方の契約違反（Vertragsverstoß）を責める
                                                   
334 OLG Saarbrücken, Urt v. 19. 7. 2006 - 5 U 719/05, VersR 2007, 57. 
335 Küttner, Rechtsschutzversicherung und Arbeitsrecht, NZA 1996, 453. 
336 Will, Anm. in OLG Saarbrücken, r + s 2006, 495, 497. 



































とされる。Creifelds, aaO. (Fn.338), S. 1168. 
340 Wendt, (Fn. 323), MDR 2010, 786, 790. 
341 Maier, in: Harbauer, aaO. (Fn. 9), § 4 ARB 2000 Rdn.37; Armbrüster, in: 
Prölss/Martin, aaO. (Fn. 9), ARB 2010 § 4 Rdn. 41; Beckmann, Anm. in LMK 2009, 
277063. 
342 Maier, in: Harbauer, aaO. (Fn. 9), § 4 ARB2000 Rdn.58; Gram, Anm. in FD-VersR 
2008, 272754. 
































                                                   
344 Beckmann, aaO. (Fn. 341); Bauer, Rechtsentwicklung bei den Allgemeinen 
Bedingungen für die Rechtsschutzversicherung bis Anfang 2009, NJW 2009, 1564. 
345 Eckert, Blick ins Arbeitsrecht, DStR 2009, 327. 
346 わが国の訴訟費用保険の補償範囲の拡大にあたって、勝訴の可能性等を保険給付の要件
に加える必要性を指摘するものとして、秋葉勝敏「民事訴訟費用ルールと訴訟費用保険―
―イギリスの訴訟費用改革案を踏まえて――」損保総研レポート 92 号（平成 22 年）1 頁。 
347 應本昌樹「権利保護保険における弁護士選択の自由に関する一考察 ――バンベルク高




















の 権 利 保 護 保 険 普 通 約 款 に お け る 条 項 が 、 保 険 契 約 法 （ Gesetz über den 
Versicherungsvertrag = VVG ） 127 条 、 129 条 、 連 邦 弁 護 士 法
（Bundesrechtsanwaltsordnung = BRAO）3 条 3 項、不正競争防止法（Gesetz gegen den 
unlauteren Wettbewerb = UWG）4条1号、4号、11号および民法（Bürgerliches Gesetzbuch 
= BGB）307 条２項に違反し無効であるなどとして、差止訴訟法（Gesetz über 
Unterlassungsklagen bei Verbraucherrechts- und anderen Verstößen= UKlaG）および不
正競争法に定める差止請求権に基づいて、同約款の使用およびその運用の差止め等を求め
た事案である。第一審バンベルク地方裁判所が訴えを棄却した353ことから、原告が控訴し
                                                   
348 Bauer, Rechtsentwicklung bei den Allgemeinen Bedingungen für die 
Rechtsschutzversicherung bis Anfang 2012, NJW 2012, 1698. 
349 権利保護保険に関する法律、命令及び行政規則を調整するための 1987 年 6 月 22 日付
閣僚理事会指令 4 条 1 項 a 号（Richtlinie 87/344/EWG Art. 4 I lit.a）。条文の邦訳につき、
社団法人日本損害保険協会業務開発室・前掲（注 36）119 頁。 
350 ニューヨーク州保険法 1116 条 b 項 4 号（NY CLS Ins § 1116(b)(4) (2011)）。 
351 本文に挙げたもののほか、保険事業者の立場から弁護士推薦の必要性を論じた文献とし
て、Eberhardt, Rechtsschutzversicherung im Wandel, VersR 2013, 802. Eberhardt は後
掲バンベルク高等裁判所 2012 年 6 月 20 日判決の被告である
HUK-Coburg-Rechtsschutzversicherung AG の取締役である。 
352 OLG Bamberg, r + s 2012, 386 = NJW 2012, 228. なお、本判決に対しては上告がなさ
れ、すでに上告審判決である連邦通常裁判所 2013 年 12 月 4 日判決（BGH, Urteil vom 
4.12.2013 – IV ZR 215/12 = NJW 2014, 630 = r + s 2014, 68 = VersR 2014, 98）により、
本判決は取り消されるに至っている。同上告審判決については、本項の末尾で若干述べる。 







険者は、有利な無事故等級を獲得する。自己負担額は、2 年間無事故であれば 100 ユーロ、
4 年間の無事故で 50 ユーロに減じられ、6 年間無事故であれば自己負担額がなくなる。こ






6 以上 6 0 
5 5 50 
4 4 100 
3 3 100 
2 2 150 
1 1 150 
 M0 150 
 M1 200 
 M2 200 
 M3 250 
 M4 250 
 M5 300 
 M6 300 
事故あり期間の経過の場合、被保険者は、それとは逆に、被告の権利保護保険普通約款

















自己負担額は、0 ユーロから 300 ユーロの間の値を変動する。 
























(1) 差止訴訟法 1 条、3 条 1 項 2 号 
原告は、正当に、差止訴訟法 1 条、3 条 1 項 2 号に基づき、被告に、その権利保護保険普通約
款（ARB2009）第 5a 条 5a 項 bb および b 権利保護を求める者項 bb の下で定められる条項の使
用を、被告側で推薦する弁護士の委任において、無事故期間の経過が擬制される限り、差し止め
                                                   







には、無効である（民法 307 条 1 項 1 文）。ある規定が、逸脱された法律上の規律の本質的な基
本思想に適合しない場合には、疑わしいときは、不当に不利益をもたらすものと推定される（民
法 307 条 2 項 1 号）。 
被告に推薦された弁護士を選択することを、不利な無事故等級に格下げされないという利益に
結び付けることは、権利保護保険者の主張にかかわらず、保険契約法 127 条、129 条に違反す
る。 
① 判断の法的根拠は、2007 年 11 月 23 日の保険契約法（VVG2008）に規定された保険契
約法 127 条および 129 条の条項（その旧規定である保険契約法 158m 条および 158n 条に、内
容的に相当する）およびこれらついて出された判例である。 




の欧州指令 87/344/EWG4 条 1 項 a 号の国内法化において、保険契約者に、弁護士選択の自由が
保障されている。 
ｂ 欧州指令の国内法化以前に下された 1989 年 10 月 26 日の判例（BGH, NJW 1990, 578）
において、連邦通常裁判所は、弁護士選択の自由の意義を強調した。 














                                                   



















これに対応して、権利保護保険普通約款 5 条 1a 項 1 文のように、外国の弁護士の費用の補償
を、裁判地に居住する弁護士の費用に限定することは、許容される。欧州司法裁判所 2011 年 5
月 26 日判決（EuGH NJW 2011, 3077）により、おの給付範囲に係る制限は、指令適合的であ










































































(b) 比較しうるのは、たとえば、民法 651a ないし 651l 条による旅行契約法の規定や、民法
312 ないし 312h 条の訪問販売取引や通信販売契約における撤回権についての規定であり、これ









(c) 注解書の圧倒的大部分は、保険契約法 127 条の片面的強行規定を、このような意味で理解
している。Prölss/Martin, VVG, 28. Aufl. 2010, § 18.Rn. 6 によれば、まさに不利益な逸脱を考
慮して行われる保険料割引は、考慮しうる利益には当たらない。法の目的によれば、保険契約者
が片面的に強行的な規範の構図により意図された保護を、容易に買い取ることはできない…。原
告側で引用された Harbauer/Cornelius-Winkler, Rechtsschutzvers. ARB-Kommentar 8. Aufl. 
2010, § 5 ARB 2000 Rn. 283 の注解も、異なる理解をするものではない。連邦通常裁判所の基









として重要ではない。初めに示された権利保護保険指令 4 条 1 項 a 号の解釈に係る欧州司法裁
判所の判例を考慮しても、弁護士選択の自由の権利は、実際に利益の衝突があるかどうかにかか
わりなく、存在する。さらに争われている民法 307 条 2 項による透明性原則に対する違反の問
題も論ずるまでもない。 
保険契約者の不利益に保険契約法 127 条の片面的強行規定を逸脱することは、それ自体で、
民法 307 条 1 項 1 文にいう不当な不利益に当たる…。係争の対象となっている 5ａ条 5a 項 5a）
bb）および b）bb）の条項において、被告により推薦される弁護士を選んだ場合に、無事故期
間の経過が擬制される限り、それゆえ同条項は無効である。 
被告は、その権利保護保険約款において、民法 307 条 1 項 1 文によれば無効である取引約款
を使用したのであるから、被告に差止を請求することができる。原告も、差止訴訟法 3 条 1 項 2
号にいう権利能力のある団体として、これにつき問題なく権利がある。差止訴訟法によるその訴







(2) 不正競争防止法 8 条 1 項および 3 項 1 号、3 条、4 条 11 号、保険契約法 127 条、129 条 
原告には、構成員の職業上の利益を促進する団体として、被告に対し、係争の対象となってい
る条項を使用する事や或いは同条項を取引実務に供することを差し止める競争法上の請求権が



































② 弁護士には、2000 年 3 月 9 日付のドイツ国内におけるヨーロッパ弁護士の活動に関す
る法律（BGBl. I S. 182, 1349）（2003 年 10 月 26 日付の法律（BGBl. I S. 2074）第 1 条
により最終改正。）第 1 条のための現在までの各付則において掲げられた名称のいずれか
で職業的活動を行うことができる者を含む。 
第 129 条（別段の合意） 第 126 条から第 128 条までの規定は、保険契約者の不利益に変
更することはできない。 
ｂ）差止訴訟に関する法規整360 
                                                   
356 Kilian, Berufsrecht im Dreipersonenverhältnis: Abrechnungsvereinbarung, AnwBl 
2012, 209. 
357 こうした弁護士選任に対する権利保護保険事業者の関与の許容性の限界を探った最近
の論考として、Terriuolo, Rechtsschutzversichertes Mandat und die freie Anwaltswahl, 
AnwBl 2015, 140. 
358 条文の邦訳につき、森勇訳「〔私訳〕ドイツ「連邦弁護士法」（一） ――ドイツ弁護士
制度関連規定邦訳（1）――」獨協法学 52 号別冊（平成 12 年）5 頁。 


















第 1 条（普通取引約款における差止請求権及び撤回請求権） 民法 307 条乃至 309 条に従
い無効とされる普通取引約款を利用し又は法律行為上の取引のために推奨した者は、差
止請求、及び推奨の事例においては撤回請求をなされうる。 
第 3 条（請求権者） 











第 3 条（不正な取引上の行為の禁止） 
① 不正な取引上の行為は、競争者、消費者又はその他の市場参加者の利益を知覚（感知）
可能な程度に（spürbar）阻害することとなる場合には、違法である。 
                                                                                                                                                     
360 条文の邦訳につき、宗田貴行「ドイツ不正競争防止法（翻訳）」財団法人 比較法研究セ







































                                                   
361 Cornelius-Winkler, Anm. in r + s 2012, 386, 389. 
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362 BGHZ 109, 153 = NJW 1990, 578 = r+s 1990, 126. 





































                                                   
364 Armbrüster, Freie Anwaltswahl für rechtsschutzversicherte Mandanten in 











約締結の際には、確実かつ透明には確定していない。そのため、同条項は、民法 307 条 1





定する。保険契約法 127 条 1 項 1 文は、指令適合的に解釈されなければならないことに留





































ものである。」として、当該規約を、弁護士選択の自由の権利（連邦弁護士法 3 条 3 項）を
侵害すると判示した。 
ｂ）欧州司法裁判所 2009 年 9 月 10 日判決366 
















                                                   
365 BGH, BGHZ 109, 153 = NJW 1990, 578 = r+s 1990, 126. 
366 EuGH, NJW 2010, 355.  































こと、（保険監督法 8a 条、保険契約法 126 条。EC 指令 3 条参照）権利保護保険の被保険
者には弁護士選択の自由が与えられなければならないこと（保険契約法 127 条。EC 指令 4
条参照）、保険給付請求に関する紛争に関し仲裁等の紛争解決手続きを定めなければならな
                                                   
368 BGH, Urteil vom 4.12.2013 – IV ZR 215/12 = NJW 2014, 630 = r + s 2014, 68 = 
VersR 2014, 98. 
369 判旨に賛同するものとして Maier, Anm. in r + s 2014, 68, 73、 批判的なものとして
Cornelius-Winkler, Schadenfreiheitsrabatte und „aktives Schadenmanagement“ - 
Paradigmenwechsel in der Rechtsschutzversicherung?, NJW 2014, 588. 
370 Wendt, aaO. (Fn. 323), r + s 2014, 328, 332. 
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371 わが国における専門弁護士制度の検討状況につき、日本弁護士連合会『第 19 回弁護士
















第１条    権利保護保険の任務 
第２条    給付種類 
第３条    除外される法律事件 
第４条    権利保護請求権の要件 
第４条のａ  保険者の交替 
第５条    給付範囲 
第６条    適用地域 
 
２ 保険関係 
第７条    保険保護の開始 
第８条    契約の期間及び終了 
第９条    保険料 
 Ａ． 保険料及び保険税 
 Ｂ． 支払及び支払遅延の効果／第１回又は一時払保険料 
 Ｃ． 支払及び支払遅延の効果／第２回以後の保険料 
 Ｄ． 口座振替による支払の適時性 
 Ｅ． 分割払及び支払遅延の場合の効果 
 Ｆ． 満期前の契約終了の際の保険料 
第１０条   保険料調整 
第１１条   保険料算定にとって重要な事情の変更 
第１２条   被保険利益の消滅 
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第１３条   保険事故後の解約 
第１４条   法定消滅時効 
第１５条   共同被保険者の法的地位 
第１６条   通知，意思表示，住所変更 
 
３ 権利保護事故 
第１７条   権利保護事故発生後の行為 
第１８条   仲裁鑑定人手続の適用の場合 
‐ 保険者が権利保護を拒絶した場合の仲裁鑑定 
第１８条   決定投票手続の適用の場合 
‐ 決定投票 
第２０条   管轄裁判所。準拠法 
 
４ 保険保護の類型 
第２１条   交通権利保護 
第２２条   運転者権利保護 
第２３条   自営業者のための私生活権利保護 
第２４条   自営業者のための職業権利保護，会社及び社団のための権利保護 
第２５条   非自営業者のための私生活及び職業権利保護 
第２６条   非自営業者のための私生活，職業及び交通権利保護 
第２７条   農業及び交通権利保護 
第２８条   自営業者のための私生活，職業及び交通権利保護 



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































５ 仲裁鑑定人は保険者から連邦弁護士手数料法 118 条１項１号による経費および付加価












不正競争防止法 1 条、13 条 2 項 2 号、民法 242 条、連邦弁護士法 3 条 3 項 
 






権利（連邦弁護士法 3 条 3 項）を期待不能な態様で（民法 242 条）侵害し、不正競争防
止法 1 条には調和しない。 
 




















                                                   


































Ⅰ 不正競争防止法 13 条 2 項 2 号に基づく原告の訴訟追行権限を、控訴裁判所は、正当に、
疑わなかった。上告は、この点につき、原告は法律上も定款上も、会員の職業上の福利を
守り、促進する任務を持たないとの抗弁を提出した。そのような任務設定がなければ、原







すでに旧不正競争防止法 13 条 1 項の適用の当時、連邦通常裁判所は、弁護士会を含む自
由業の職業団体を、公法上の任務設定にかかわらず、同規定にいう訴訟追行権があるとみ
なしていた（BGH, NJW 1956, 591 = LM § 1 RechtsberatG Nr. 3 = GRUR 1957, 425 (426) 






税理士会について、当部は、何度か、判断している（Senat, NJW 1987, 2087 = LM § 3 
UWG Nr. 256 = GRUR 1987, 444 (445) = WRP 1987, 463 (464) - Laufende Buchführung; 
Senat, NJW 1988, 262 = LM SteuerberatungsG Nr. 31 = GRUR 1987, 834 - 
Data-Tax-Control）。その点で、弁護士会は、何ら異なるところがない。上告の見解に反し、
弁護士会は、不正競争防止法13条2項2号にいう職業上の利益の促進のための団体である。
弁護士会も――税理士会（BGHZ 79, 390 = NJW 1981, 2519 = LM SteuerberatungsG Nr. 
11 - Apotheken-Steuerberatungsgesellschaft）と同じく――会員の職業上の福利を守り、
促進しなければならないからである。連邦弁護士法 73 条 1 項 1 文によれば、弁護士会の理
事会は、法律により割り当てられた任務を履行しなければならない。しかし、理事会によ





のである（BGH, NJW 1980, 186 = LM § 38 BGB Nr. 7 = GRUR 1979, 788 (789) = WRP 
1979, 782 (783) - Anwaltsverein; BGH, NJW 1986, 992 (994); s. auch Kalsbach, BRAO, § 
73 Rdnr. 1; Isele, BRAO, § 73 IIIc 2; Jessnitzer, BRAO, 4. Aufl., § 73 Rdnr. 1; Feuerich, 
















場合、弁護士選択の自由の原則（連邦弁護士法 3 条 3 項）および不正競争防止法１条に違
反することにある。秩序ある司法の本質的な要件である弁護士選択の自由の権利を、契約
上の合意によっても、個人は事前に放棄することはできない。前掲の事案において、この















































（Kalsbach, § 3 Rdnrn. 7, 9; Isele, § 3 IV D 1, 2; Feuerich, § 3 Rdnr. 41; Jessnitzer, 4. 




















利益に関連する権利保護を求める者のみが自ら守ることができる（Kalsbach, § 3 Rdnrn. 7, 
9; Isele, § 3 IV D 1, 2; Feuerich, § 43 Rdnr. 49; Jessnitzer, § 3 Rdnr. 20 参照）。同権利は、
法秩序の重要な基礎に数えられる弁護士自由の原則に密接な関連を有する（(BVerfGE 15, 
















































士法 3 条 3 項）の制限は、――一定の制限を伴って――、不正競争防止法 1 条による訴え
の要求を正当化する。連邦弁護士法 3 条 3 項は、この権利についての個人の利益の擁護に
役立ち、これにより司法、すなわち重要な共同の利益の根本的な基盤を保護する（vgl. 
BVerfGE 21, 173 (179) = NJW 1967, 1317; BVerfGE 54, 301 (315) = NJW 1981, 33 (34)）。
弁護士の競争にとっても重要な同条項に対する違反は、同時に、それ以上の状況が問題と
なることなく、不正競争防止法 1 条に対する違反でもある（BGHZ 79, 390 (400) = NJW 
1981, 2519 = LM SteuerberatungsG Nr. 11 - Apotheken-Steuerberatungsgesellschaft; 
BGHZ 98, 330 (336) = NJW 1987, 1323 = LM SteuerberatungsG Nr. 29 - 
Unternehmensberatungsgesellschaft I; BGHZ 98, 337 (340) = NJW 1987, 1326 = LM 
SteuerberatungsG Nr. 30 - Unternehmensberatungsgesellschaft II, für den Verstoß 
gegen § 57 I StBerG 参照）。 















差止訴訟法 1 条、3 条 1 項 2 号、保険契約法 127 条、129 条、連邦弁護士法 3 条 3 項、民


















る。無事故期間が経過すれば、後年、この自己負担額は 100 ユーロ（2 年の無事故期間）、
50 ユーロ（4 年の無事故期間）に減ぜられ、最終的に自己負担額はなくなる（6 年の無事故




保険年度 無事故等級 自己負担額（ユーロ） 
6 以上 6 0 
5 5 50 
4 4 100 
3 3 100 
                                                   
373 1 O 336/10, r + s 2012, 118. 
124 
 
2 2 150 
1 1 150 
  M0 150 
  M1 200 
  M2 200 
  M3 250 
  M4 250 
  M5 300 
  M6 300 
事故あり期間の経過の場合、被保険者は、それとは逆に、被告の普通保険約款における















変動する自己負担額は、ゼロユーロから 300 ユーロの間の値をとなる。 
被告の権利保護保険普通約款（ARB）5a 条 5 項において、無事故期間または事故あり期

















原告は、被告に対し、2010 年 7 月 15 日の弁護士の書面（文書 K3）をもって、警告し、
問題の条項の利用の差止めにつき、刑事的に保護される不作為および義務付けの意思表示





約法 127 条、129 条、連邦弁護士法 3 条 3 項、不正競争防止法 4 条 1 号、4 号および 11 号
ならびに民法 307 条 2 項に違反する。原告の見解によれば、契約上の規律により、弁護士
選択の自由が制限されたことになる。150 ないし 300 ユーロ程度の顕著な財政的不利益に
基づいて、被保険者に間接的に影響が及ぼされる。それゆえ、被保険者は委任すべき弁護
士に関する決定を自由に決定していないとする。そのような制限は、すでに保険契約法 127







ら圧力がかけられているため、不正競争防止法 4 条 1 号に違反する。加えて、そこにおい
て、問題の条項は、法律上の規定（保険契約法 127 条、129 条および連邦弁護士法 3 条 3
項）に違反しているから、不正競争防止法 4 条 11 号の違反があるとする。さらに、不正競


































































金銭的誘因は、選択の自由の空洞化に至り、連邦弁護士法 3 条 3 項がないほど高いもの
であってはならない。同様に、人を軽視するような方法やその他の事実に即さない影響力
による圧力の行使はないから、不正競争防止法 4 条 1 号に対する違反はない。加えて、不




当事者の陳述の個別性のため、提出された書類を伴って交換された書面および 2011 年 9
月 27 日付け弁論調書（Bl. 142 ff. d. A.）が参照される。 











法 127 条、129 条、連邦弁護士法 3 条 3 項、民法 307 条に違反せず、不正競争防止法 4 条
1 号、4 号、11 号、8 条 3 項 2 号、保険契約法 127 条、129 条にも違反しない。 
ａ）保険契約法 127 条、129 条、連邦弁護士法 3 条 3 項に対する違反はない 
aa）すべての人は、その弁護士を法律の枠組みにおいて自由に選択することができる（す
でに BVerfG NJW 1975, 103 に判示されている）。弁護士選択のこの中核的領域において、
保険契約者は、被告の保険約款により何らの制限を受けていない。原告により述べられた
連邦通常裁判所の判決（Urt. v. 26. 10. 1989, I ZR 242/87, NJW 1990, 578） および欧州司









































































上の約定は、異議を述べることができない（これにつき、抽象的には van Bühren/Plote, 
ARB-Kommentar, 2. Auflage, ARB § 17 Rn. 6 a.E 参照）。弁護士選択の自由の他の反対の
理解は、保険契約法 127 条の立法理由（BT-Drucks. 16/3945, Seite 91）、その旧規定の立




な推薦が異議を述べることができないことは、すでにブレーメン地裁が、その 1997 年 9 月
4 日 の 判 決 （ 12 O 626/96, r+s 1998, 67 = VersR 1998, 974. 





















べられない（最後の点につき、 Münchener Kommentar zum VVG/Richter, Band 2 §§ 100 
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款において 5 条 1a 項に含まれる規律に、対応する。この種の契約状態が適法であることは、














cc）たった今保険契約法 127 条、129 条について述べたことは、連邦弁護士法 3 条 3 項
にも準用される。 
ｂ）不正競争防止法 4 条 11 号に対する違反はない 
不正競争防止法 4 条 11 号に対する違反を、当部は認めることはできない。この前提は、
法律上の規定に違反したことである。これは――上述のとおり――当てはまらない。ただ
考えられる規範は、保険契約法 127 条、129 条および連邦弁護士法 3 条 3 項である。 
ｃ）不正競争防止法 4 条 1 号に対する違反はない 
不正競争防止法 4 条 1 号に対する違反もない。判断の出発点は、平均的な、注意深く、



























ｅ）民法 307 条以降に対する違反はない 












ゆえ、民法 307 条 2 項にいう不相当な不利益は、本件では存在しない。  
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（資料５）欧州司法裁判所 2009年 9月 10日判決374（試訳） 
 
指令 87/344/EWG 4 条 1 項 a 号 
 
権利保護保険に関する法律および行政規則を調整するための 1987 年 6 月 22 日付け閣僚理









行政規則を調整するための 1987 年 6 月 22 日付け閣僚理事会指令 87/344/EWG４条１項ａ

















Eschig 氏は、他の数千の出資者のように、そのうち一部は UNIQA の被保険者であるが、
証券事業者 AMIS Financial Consulting 株式会社および AMIS Asset Management 
                                                   








求した。UNIQUA は、ARB1995 第 6.7.3 条を援用して、同請求を拒絶した。Eschig 氏は、
ザルツブルク地方裁判所に訴えを提起し、（１）UNIQUA は終結した手続きおよび将来の
手続きにおけるその弁護士の活動のための費用をてん補する義務を負っていることおよび
（２）ARB1995 第 6.7.3 条は無効でありそれゆえ権利保護保険契約の構成要素とはならな
いことの確認を申し立てた。 
同裁判所は、指令 87/344/EWG 4 条 1 項を参照した解釈をして、ARB1995 第 6.7.3 条は、
保険契約法 158k 条に違反せず、逆に、これを補充して、大量損害事案における解決策を提
供するとの理由で、訴えを棄却した。Eschig 氏は、この裁判に対して控訴し、Linz 高裁は
これを却下した。控訴裁判所は、特に、ARB1995 第 6.7.3 条によってなされた制限は、指
令 87/344/EWG 4 条 1 項に適合することを確認した。控訴審判決に対する上告に取り組ん
だオーストリア最高裁判所は、指令 87/344/EWG  4 条 1 項の解釈に関し、疑問を抱いた。 
















第１の問題をもって、提出裁判所は、本質的には、指令 87/344/EWG 4 条 1 項 a 号は、
多くの数の保険契約者が、同一の事象により損害により被害を受けた場合、権利保護保険
                                                   
375 判決文では、”AMIS Asset Management Investment Service AS
．．
”とされているが、誤



















それらは、本質的に、指令 87/344/EWG 4 条 1 項 a 号は、保険契約者に固有の自由な訴
訟代理人選任の請求権を与えていない旨を主張する。それゆえ、この請求権は、特に、多
数の被保険者が同一の事象により被害に遭った場合には、制限に服する可能性がある。そ
れらは、その議論を、指令 87/344/EWG の目的および関係ならびに指令 4 条 1 項 a 号の 3




指令 87/344/EWG の 8 番目の考慮の基礎において挙げられた強制的な専業制度を採用する
か、指令 87/344/EWG 3 条 1 項による契約を形成するかまたは同指令 3 条 2 項に規定され
た解決策を適用することができる。 
87/344/EWG 4 条 1 項 a 号による訴訟代理人選択の自由の原則は、同指令 3 条 2 項 c 号
に規定された場合にのみ適用される。 
同指令 4 条 1 項 a 号が、3 条 2 項に規定されたすべての解決策において適用されるので
あれば、委員会の見解によると、前 2 者の解決策は重要ではなく、単なる追加的な安全措
置の意味を持つに過ぎないことになる。3 条 2 項 c 号の解決策は、いつも実現されているこ
とになるからである。 
UNIQUA は、その議論を指令 87/344/EWG の 11 番目の考慮の基礎によって支えた。訴
訟代理人選択の自由を利益相反の場合に常に認める。したがって、利益相反がない場合、
訴訟代理人選択の自由の権利はない。 
加えて、指令 87/344/EWG が交付された 1987 年における考慮は、個別の損害事案およ
びそれによる被害者が想定されているにすぎないのであって、大量損害は同指令によって
把握されていない。 


















組織上および契約上の措置に関して、指令 87/344/EWG 3 条 2 項は、保険者に、損害事
故を同一事業者内の特別の職員によって処理するかまたは損害処理を法的に独立した事業
者に委託するという可能性を与えている。加えて、3 条 2 項 c 号は、保険に付されている損
害事故が報告されると被保険者に訴訟代理人選択の自由が与えられることにより、利益相
反の防止を可能としている。 









特別の保障については、同指令は、被保険者に、4 条 1 項 a 号に掲げられた手続きにおい
て、または、4 条 1 項 b 号によれば、利益相反の発生の場合に、訴訟代理人を自由に選択す
る権利を与えている。 
指令 87/344/EWG 4 条、6 条および 7 条全体から生じるように、これらの条文により被
保険者に与えられた権利は、被保険者の権利を広く守ることを目的としており、利益相反
が発生した場合に限定するものではない。 










わらず同指令 3 条 2 項に従って被保険者に与えられた自由の最低限を確定するものである
ということである。 
それゆえ、指令 87/344/EWG 3 条 2 項 a 号および b 号に掲げられた措置は、同指令 4 条
1項a号から訴訟代理人選択の自由に対する権利保護保険の被保険者の独立の請求権が導き
出される場合にも、その適用範囲を留保していることが、確認されなければならない。 
指令 87/344/EWG 3 条 2 項 c 号に規定された解決策は、当然、被保険者に、同指令 4 条 1
項 a 号よりも幅広い権利を与えている。後者の規定は、裁判手続きまたは行政手続きが提
起された場合に限り、訴訟代理人選択の自由の請求権を規定しているからである。これに
対し、被保険者は、保険契約により保険者の給付の請求権を有するや否や、同指令 3 条 2
項 c 号において規定された解決策により、訴訟代理人をその利益の防御のために委任する請
求権を、あらゆる裁判手続きおよび行政手続きにおいても有する。 
加えて、UNIQUA および委員会の提案した解釈によれば、結論として、指令 87/344/EWG 
4 条 1 項 a 号は、何ら適用領域がないことになる。すなわち、3 条 2 項 c 号による選択肢が
行使されれば、訴訟代理人選択の自由の請求権は、すでに行政手続きまたは裁判手続きの
前に存在することになる。この第一の解決策が選ばれた場合にのみ同指令 4 条 1 項 a 号の
適用があるとすれば、同指令 4 条 1 項 a 号は何の規律内容（Regerungsgehalt）を持たな
いことになる。 















第二に、指令 87/344/EWG 4 条 1 項 a 号は、委員会が述べたように、UNIQUA により提
案された意味において「そして…常に（und zwar immer）」の文言を解釈する場合、その
内容を失う。その規律の内容は、すでに同指令 4 条 1 項 b 号によりカバーされているから
である。 
第三に、法務官が論告の 73 番において述べたように、委員会の指令の原案からも、その












その点につき、UNIQUA および委員会は、指令 87/344/EWG の公布の時点では、大量損
害は未だ知られていなかったと主張する。それゆえ、訴訟代理人選択の自由の権利は、指
令 4 条 1 項 a 号は、大量損害事案には適用され得ないとする。 
この議論に従うことはできない。 
すなわち、多数の人に同様に妥当する事象は、新しい現象ではない。Eschig 氏が述べた







しかしながら、加盟国は、共同体法、特に指令 87/344/EWG 4 条を考慮して、この領域
におけるその権限を行使しなければならない。 
そのほかに、想起されなければならないのは、同指令により目標とされた結果を達成し、
これにより施行法 249 条 3 項を守るために、保険契約法を指令 87/344/EWG の文言および
























ガル・サービス・プラン（prepaid legal services plans）が提供されており、近時では代替









                                                   
376 市民の司法アクセスを支えるものとしては、ほかにクラス訴訟（Class Action）、懲罰賠
償（Punitive damages）なども挙げられる。藤倉皓一郎「裁判所を使う〔市民はいつも法
の主人！③〕」時の法令 1703 号（平成 15 年）57 頁。 















費用の敗訴者負担をめぐって ――アメリカ法の分析をふまえて――」民事訴訟雑誌 47 号























                                                   
380 藤倉・前掲（注 376）59 頁。 
381 山城崇夫「アメリカ合衆国における法律扶助 ――その基本的な仕組みと現況――」法
の支配 88 号（平成 4 年）71 頁、中村良隆「法律扶助機構（Legal Services Corporation） 
――アメリカ合衆国における民事法律扶助制度の財源をめぐる問題（特集 アメリカリー
ガルサービス調査報告 ――今後の日本における法律扶助の改革に向けて）」自由と正義 61
巻 2 号（平成 22 年）56 頁。 
382 我妻学「民事法律扶助サービスの目的とその意義」財団法人法律扶助協会『市民と司法 
―総合法律支援の意義と課題』（平成 19 年）303 頁。 
383 中村良隆「アメリカ合衆国の民事法律扶助制度：その現状と課題」法律科学研究年報〔明







メリカ合衆国における法律扶助 ――その基本的な仕組みと現況――」法の支配 88 号（平
成 4 年）71 頁。 
385 藤倉・前掲（注 376）58 頁。 




























（legal services insurance）と呼ばれ、保険の実質のないアクセス・プラン(access plan)
とは区別され、保険監督の対象とされている。 
４）代替的訴訟金融 
                                                   
387 藤倉・前掲（注 376）59 頁。 
388 田中英夫「英米法のことば（14） ―Contingent Fee」法学教室 53 号（昭和 60 年）58
頁。小野秀誠＝朴敬在「弁護士の責任と報酬(2・完)」市民と法 67 号（平成 23 年）2 頁。 
389 広瀬裕樹「アメリカにおける責任保険者の防御義務（一）」名古屋大学法政論集 179 号
（平成 11 年）71 頁、「アメリカにおける責任保険者の防御義務（二・完）」名古屋大学法政











“Alternative Litigation Financing in the United States: issues, knowns, and unknowns”














して、「前払いリーガル・サービス・プラン（prepaid legal service plans）」、「団体リーガ
ル・プラン（group legal plans）」、「訴訟費用保険（legal expense insurance）」、「リーガル・








                                                   
391 Garber, supra note 154, at 8. 
392 その後、アメリカ法律家協会（ABA）の 20/20 倫理委員会（Commission on Ethics 20/20）
で、この ALF の問題が取り上げられ、独立した専門的判断、利益相反、守秘義務、弁護士・
依頼者間の秘匿特権（Attorney-Client Privilege）、弁護士職務活動の成果の法理（Work 
Product Doctrine）などの弁護士倫理上の問題が検討されている。American Bar 
Association Commission on Ethics 20/20, Supura note 154. 
393 Schwartz, A Concise Guide to Legal Plans (American Prepaid Legal Services 
Institute, 2003), at 3. 







































398 Schwartz, supra note 393, at 4. 
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ビス信託基金（legal services trust fund）やプラン・スポンサー（通常、使用者または労















                                                                                                                                                     
の総資産は 971,244 百万ドル（116 兆 5,492 億円:1$=120 円換算）、貸出金は 728,005 百万
ドル（87 兆 3,606 億円）に達している。また、組合員数は 10,146 万人と、米国の人口 3
億人の約 3 割を占めている。米国の信用組合は小規模な先が多く、総資産が 1,000 万ドル(12
億円)以下の信用組合が 2,055 組合と全体の約 3 割を占めている。一方、規模が大きな信用
組合もあり、たとえば米国の信用組合で最大規模の NAVY 信用組合(米国海軍職員のための





406 Schwartz, supra note 393, at 5. 
407 Id. 
408 Id. 
409 29 U.S.C. §§ 1001-1461. 

































                                                   
412 29 U.S.C. §§ 141-197. 
413 Schwartz, supra note 393, at 6. 
414 Id. at 7. 
415 Id. 
416 Heid & Misulovin, The Group Legal Plan Revolution: Bright Horizon or Dark 
Future?, 18 Hofstra Lab. & Emp. L.J. 335, 341 (2000). 
417 Costich, Joint State-Federal Regulation of Lawyers: The Case of Group Legal 
Services Under ERISA, 82 Ky. L.J. 627, 635(1993). 


































                                                                                                                                                     
Reality, 16 Tenn. J. Bus. L. 25, 39 (2014). 
419 Schwartz, supra note 393, at 7. 
420 Id. 
421 Id. 






































426 プエニクストルフ・前掲（注 8）163 頁。 
427 その起源は、19 世紀末にまで遡ることができるという。堤・前掲（注 8）313 頁。 


























                                                   
429 プエニクストルフ・前掲（注 8）163-164 頁。 
430 プエニクストルフ・前掲（注 8）164-165 頁。 
431 コモン・ロー上、常習的に訴訟やその他の紛争を教唆扇動する罪をさす。争訟教唆罪と
もいう。英国では 1967 年に廃止された。田中英夫編集代表『英米法辞典』（東京大学出版









中編集代表・前掲（注 431）535 頁。 





















                                                   
435 プエニクストルフ・前掲（注 8）165 頁以下。 
436 NAACP v. Button, 371 U.S. 415 (U.S. 1963). 








Legal Services: More than an Open and Closed Case, 22 Clev. St. L. Rev. 425, 427 
(1973). 
438 United Mine Workers v. Illinois State Bar Ass'n, 389 U.S. 217 (U.S. 1967). 同事件で
は労働組合支部が労災補償事件における訴訟代理のために組合員を弁護士に仲介すること
を禁じた州裁判所の差止めの適法性が争点となり、「修正第 1 条および修正第 14 条により
保障される言論、集会および請願の自由は、申立人に対し、その組合員がその法的権利を
主張することを支援するために、給与を支払って、弁護士を雇用する権利を与えている。」
と判示された。修正第 1 条につき、松井茂記『アメリカ憲法入門〔第 6 版〕』（有斐閣、平
成 20 年）355 頁、修正第 14 条につき同 358 頁参照。 
439 United Transp. Union v. State Bar of Michigan, 401 U.S. 576 (U.S. 1971). 労働組合
がその組合員を報酬の上限につき協定を結んでいた弁護士に紹介した同事件において、い































                                                                                                                                                     
ためになされる団体行動は、修正第 1 条の保護の範囲にある基本権だということである。
しかしながら、もし裁判所が労働者やその他の者が団結することを否定することができる
としたら、それは空虚な約束となってしまうであろう。」と述べた。Greene, supra note 434, 
at 427. 
440 プエニクストルフ・前掲（注 8）166 頁。 
441 EBRI（企業年金研究所）（生命保険文化研究所訳）『アメリカ企業福祉のすべて』（千倉
書房、平成元年）327 頁。 
442 Schwartz, supra note 393, at 3. 
443 ここでは現在における連邦法と州法とからなるリーガル・サービス・プランに対する規
制の枠組みを示すものとする。1970 年代において、州保険法を中心としたあるべき規制に
ついて論じた文献として、Pfennigstor & Kimball, Regulation of Legal Service Plans. Law 
























ない（タフト・ハートレー法 302 条(c)(8)452）453454。 
２）従業員退職所得保障法（エリサ法） 
ａ エリサ法の概要 
1974 年の従業員退職所得保障法（Employee Retirement Income Security Act of 1974: 
ERISA）455（以下「エリサ法」という。）は、主として、被用者の退職後の年金受給権の保
護を目的として制定された連邦法であるが、従業員による給付制度として、「年金給付制度
                                                   
444 29 U.S.C. §§ 141-197. 
445 中窪裕也『アメリカ労働法〔第 2 版〕』（弘文堂、平成 22 年）26 頁。 
446 中窪・前掲（注 445）26 頁。 
447 29 U.S.C. § 186(a). 
448 29 U.S.C. § 186(b). 
449 29 U.S.C. § 186(c). 
450 中窪・前掲（注 445）103 頁。 
451 29 U.S.C. § 186(c)(8). 
452 Id. 
453 Dunne, Prepaid Legal Services Have Arrived, 4 Hofstra L. Rev. 1, 19 (1975). 
454 EBRI（企業年金研究所）・前掲（注 441）330 頁。 
455 29 U.S.C. §§ 1001-1461. 
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制度に適用があるのは、第Ⅰ章 A 節、同 B 節第１款、同第 4 款、同第 5 款および第Ⅲ章で
ある463。 
第Ⅰ章 従業員受給権の保護 
A 節 総則 
B 節 規則条項 
第 1 款 報告及び開示 
第 2 款 加入及び受給権付与 
第 3 款 積立 
                                                   
456 中窪・前掲（注 445）277 頁。 
457 29 U.S.C. § 1002 (1). 
458 植田淳「エリサ法（ERISA）の信認義務に関する基礎的考察 ――年金資産運用におけ
る受託者責任――」神戸外大論叢 54 巻 4 号（平成 15 年）21 頁。 
459 佐藤敬二「福利厚生の受給権保護に向けて」立命館法学 271・272 号（平成 12 年）
1043-1063 頁。 
460 ジェイムズ・A・ウーテン（みずほ年金研究所監訳）『エリサ法の政治史』（中央経済社、
平成 21 年）57 頁。 
461 EBRI（企業年金研究所）・前掲（注 441）27 頁。 
462 EBRI（企業年金研究所）・前掲（注 441）28 頁。 
463 石垣修一『企業年金運営のためのエリサ法ガイド』（中央経済社、平成 20 年）22 頁。 
156 
 
第 4 款 受任者の責任 
第 5 款 管理及び強制 
第 6 款 団体医療制度の継続及び追加的基準 
















するという非常に広い専占規定を設けている（エリサ法 514 条(a) 465）466。もっとも、保険
に関しては、例外規定があり、「保険（insurance）」に関する規制権限は否定されない旨を
特に定めている（エリサ法 514 条(b)(2)(A) 467――”saving clause”と呼ばれる）が、さらに
続けて、被用者給付制度は保険会社とはみなされないとの規定もおいており（エリサ法 514
条(b)(2)(B) 468――”deemer clause”と呼ばれる）469。その結果、保険会社の提供する保険へ
                                                   
464 佐藤・前掲（注 459）423 頁。 
465「本条(b)に定める場合を除き、本章および第 4 章の規定は、あらゆる州法に対し、同法
律が現在または将来において第 4 条(a)に定める従業員福祉制度に関係し、かつ第 4 条(b)に
より除外されない限り、優先する。本条は 1975 年 1 月 1 日に発効する。」と定める。29 U.S.C. 
§ 1144 (a). 
466 中窪・前掲（注 445）278 頁。 
467「(B)に定める場合を除き、本条の規定は、保険、銀行または証券を規制する州法から、
いかなる者をも免除しまたは救済するものと解釈してはならない。」と定める。29 U.S.C. § 
1144 (b) (2) (A). 




















同様の懸念を引き起こした。1973 年 8 月、連邦議会はタフト・ハートレー法を改正し、使
用者が法役務の費用の支払いを目的とする信託基金に拠出することを認めた。全米保険監





に限定される閉鎖的名簿制度（closed panel plan）であるところ、ABA 会員の多くを占め
る開業弁護士は、従業員は自ら選んだ弁護士に委任し、制度がその費用を支払うという開







との連携があった473。結局、立法の最終局面において、”deemer clause”（エリサ法 514 条
(b)(2)(B)）が追加され、自家保険の福祉給付制度の州規制は否定されることで決着するに至
                                                                                                                                                     
469 中窪・前掲（注 445）280 頁。 
470 保険会社との保険契約によらず、労働組合または使用者が拠出した資金において給付を
行うもので、従業員からのリスクの移転はあるため、リスク移転の要素がないという厳密
な意味での自家保険ではない。自家保険の意義につき、山下・前掲（注 1）12 頁参照。 
471 ウーテン・前掲（注 460）266 頁。 
472 State ex rel. Farmer v. Monsanto Co., 517 S.W.2d 129. 






第Ⅰ章 B 節第 1 款は、労働省当局への報告と加入者等への情報開示について定める。こ
れらの規定は、年金制度のみならず、福祉制度にも適用がある。報告および開示の義務を
負う者は、管理者（administrator）である475。 


















エリサ法は受認者（fiduciary）を次ように定義する（エリサ法 3 条(21)(A)484）。 
(B)に別段の定めがある場合を除き、次の者は、その限りにおいて、受認者である。 
(i) 当該制度の管理に関し、裁量的権限もしくは裁量的支配を行使するか、またはその資
                                                   
474 ウーテン・前掲（注 460）292 頁。 
475 石垣・前掲（注 463）41 頁。 
476 29 U.S.C. § 1023. 
477 石垣・前掲（注 463）42 頁。 
478 29 U.S.C. § 1022. 
479 29 U.S.C. § 1024(b)(3). 
480 29 U.S.C. § 1024(b)(4). 
481 佐藤・前掲（注 459）428 頁。 
482 石垣・前掲（注 463）196 頁。 
483 植田淳・前掲（注 458）26 頁。 










産の管理運営の中の投資を担当する投資マネージャー（investment manager）の 3 者を想
定する485。ただし、これら 3 者に指定された者も、エリサ法 3 条(21)(A)に規定に該当する
行為に従事していないときは、受認者とはならない486。他方、これら 3 者に指定された者
でなくても、エリサ法 3 条(21)(A)に規定に該当する行為をする限り受認者となり、この場






（plan sponsor）（エリサ法 3 条(16)(B) 489）である使用者または従業員組織自身やその役
職員が就任することができ（エリサ法 408 条(c)(3)490）491、制度管理者（administrator）（エ








                                                   
485 石垣・前掲（注 463）197 頁。 
486 石垣・前掲（注 463）119 頁。 
487 石垣・前掲（注 463）119 頁。 
488 29 U.S.C. § 1102(a). 
489 29 U.S.C. § 1002(16)(B). 
490 29 U.S.C. § 1108(c)(3). 
491 石垣・前掲（注 463）113 頁。 
492 29 U.S.C. § 1002(16)(A). 
493 植田淳・前掲（注 458）29 頁。 
494 29 U.S.C. § 1103(a). 
495 植田淳・前掲（注 458）30 頁。 








法 3 条(38) 499）500。エリサ法は、制度規約の任意条項として投資マネージャーを置くこと
を認めており、その条項に従って、資産の支配または管理のために、指名受認者は投資マ

















                                                                                                                                                     
497 石垣・前掲（注 463）198 頁。 
498 石垣・前掲（注 463）198 頁。 
499 29 U.S.C. § 1002(38). 
500 石垣・前掲（注 463）116 頁。 
501 29 U.S.C. § 1102(c)(3). 
502 29 U.S.C. § 1104(a)(1). 
503 石垣・前掲（注 463）147 頁。 
504 29 U.S.C. § 1106. 
505 石垣・前掲（注 463）147 頁。 
506 排他的目的遂行義務および利益相反の禁止は忠実義務（duty of loyalty）に対応し、慎
重人原則および分散投資義務は注意義務（duty of prudence）に対応する。植田淳・前掲（注
4558）31 頁。 
507 29 U.S.C. § 1104(a)(1)(A). 



























                                                   
509 29 U.S.C. § 1104(a)(1)(B). 
510 植田淳・前掲（注 458）34 頁。 
511 Pfennigstorf & Kimball, Employee Legal Service Plans: Conflicts Between Federal 
and State Regulation, 1 A. B. F. Res. J. 787, 849 (1976). 
512 29 U.S.C. § 1002(14). 
513 受認者、制度に対する役務提供者、使用者、従業員組織などを指す。植田淳・前掲（注
458）32 頁。 
514 29 U.S.C. § 1106(a)(1). 
515 植田淳・前掲（注 458）32 頁。 
516 29 U.S.C. § 1106(b). 
517 29 U.S.C. § 1109. 
518 29 U.S.C. § 1132(a)(2). 
519 石垣・前掲（注 463）186 頁。 
520 29 U.S.C. § 1132(a)(2). 
521 石垣・前掲（注 463）190 頁。 























                                                   
523 15 U.S.C. §§ 1011-1015. 
524 1944 年以前は、「保険証券の発行は、通商取引ではない」と判示した連邦最高裁判所の











藤彰俊訳）『アメリカ保険法』（木鐸社、平成 10 年）269 頁。マッカラン・ファーガソン法
成立の経緯については、佐藤潤「米国の保険業における反トラスト法の適用について――
マッカラン・ファーガソン法の解釈を巡って――」法學政治學論究 27 号（平成 7 年）359
頁をも参照。 
525 15 U.S.C. § 1011. 
526 15 U.S.C. § 1012. 
527 ドビン・前掲（注 524）269 頁。 







「保険業の経営（doing an insurance business）」に該当する活動は「保険契約を締結す

























                                                   
529 ドビン・前掲（注 524）270 頁。 
530 NY CLS Ins § 1101(b)(1)(A). 
531 NY CLS Ins § 1101(a)(1). 
532 Kelly & Dembeck, New Appleman New York Insurance Law, 3-32, § 32.03. 
533 NY CLS Ins § 1101(a)(2). 
534 Kelly & Dembeck, supra note 532. 
535 Ollendorff Watch Co. v. Pink, 279 N.Y. 32, 17 N.E.2d 676 (1938). 

































                                                   
537 11 NYCRR § 261.1(a). 
538 信託設定者が生存中に設定し、その生存中に効力が発生する信託。田中英夫編集代表・
前掲（注 431）524 頁。 
539 末期状態に陥った場合に生命維持治療の中止を求める、という意思を意思決定能力のあ
る時に予め表明しておく文書。田中編集代表・前掲（注 431）524 頁。 



























⑧ 保険法 3426 条(c)(1)に定める制限のもとでのみ解除することができること。 







Division of the Supreme Court）の認可を得なければならないとされる545。 
２）弁護士倫理ないし裁判所規則 
                                                   
542 NY CLS Ins § 1116(a)(1). 
543 NY CLS Ins § 1116(g). 
544 NY CLS Ins § 1116(b). 




弁護士の職務上の規律に関し、ABA の模範規程として、ABA 法律家職務模範規則（ABA 





ABA は、1908 年に、アラバマ州の倫理規範をもとにして、ABA 倫理規範（ABA Canons 
of Professional Ethics）を制定した548。その後、ABA は、1969 年に ABA 弁護士責任規範















                                                   
546 もっとも、弁護士の規律に関する実質的権限は、制定法や裁判所規則によって設けられ
た委員会や強制加入の弁護士会に委譲されている。浅香吉幹『現代アメリカの司法』（東京
大学出版会、平成 11 年）174 頁。 
547 日本法律家協会編『法曹倫理』（商事法務、平成 27 年）220 頁。 
548 米国の法曹倫理の歴史は、メリーランド大学ロースクールのデビッド・ホフマン教授が
学生向けに講義した 1836 年のホフマンの提言（The Hoffman Resolutions）、ならびにペ
ンシルバニア州の裁判官のジョージ・シャーウッドが 1854 年に出版した”A Compound of 
Lecturer son the Aims and Duties of the Profession of Law”および”An Essay on 
Professional Ethics”に遡ることができ、アラバマ州のアラバマ弁護士会は、これらを参考
に 1887 年に全米で初めて成文の倫理規範を制定した。日本法律家協会編・前掲（注 547）
219 頁。 
549 日本法律家協会編・前掲（注 547）219 頁。 
550 日本法律家協会編・前掲（注 547）221 頁。 
551 浅香吉幹・前掲（注 546）174 頁。 


























ABA 倫理規範 35 条は、仲介者に関し、次のように規定していた。 






                                                   
553 Heid & Misulovin, supra note 416, at 349. 
554 Costich, supra note 417, at 633. 
555 Id. 
556 Maute, Pre-Paid and Group Legal Services: Thirty Years After the Storm, 70 
Fordham L. Rev. 915, 917 (2001). 
557 ABA 倫理規範 35 条。 

































                                                   
559 Heid & Misulovin, supra note 416, at 351. 
560 ABA モデルコード 懲戒規則 2-103(D)(4)(a)。 
561 Id. 
562 Heid & Misulovin, supra note 416, at 351. 
563 Id. 
564 A BA モデルコード 懲戒規則 2-103(D)(4)(b)。 
565 アメリカ法曹協会（第二東京弁護士会調査室訳）『アメリカ法曹協会 弁護士責任規範






































                                                   









5.4）、無資格法律業務（規則 5.5）、広告（規則 7.2）、依頼者の勧誘（規則 7.3）などである。 













                                                   




修『〔完全対訳〕ABA 法律家職務模範規則』（第一法規、平成 18 年）67 頁参照。 
569 Heid & Misulovin, supra note 416, at 352. 
570 Heid & Misulovin, supra note 416, at 353. 
571 Id. 
572 ロナルド・D・ロタンダ（当山尚幸ほか訳）『アメリカの法曹倫理 ――事例解説〔第 4
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221 頁参照。なお、この(4)により、たとえば NAACP などの非営利団体に雇用または推薦
された弁護士が、同団体に対して法律事務の報酬を分配してもよいことが明確になってい
る。ロタンダ・前掲（注 572）303 頁。 





てはならない。(a) その決定または活動に参加することが規則 1.7 による法律家の依頼者に
対する義務と抵触するとき。(b) その決定または活動が、自己の依頼者と対立する利益を有
する、組織の依頼者の弁護に重大な不利益をもたらすおそれがある場合。」と定める。藤倉・
前掲（注 568）246 頁参照。 
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ⅴ 規則 5.5 無資格法律業務：複数法域法律業務 















現在、100 万人を超える顧客を抱え、約 400 人の従業員を雇っている601。2012 年 8 月 2 日
に予定されていた株式上場は、機関投資家のつけた株価が目論見を大幅に下回ったため延
期となった602。LegalZoom は、法情報の提供や掲示板の運営、書式603の販売を行うほか、
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ーリ州裁判所に提起され、同訴訟は連邦裁判所に移送された（Janson v. LegalZoom、 Inc.
事件607）608。同事件における LegalZoom によるサマリ ・ージャッジメントの申立ての中で、
LegalZoom がそのウェブサイトで作成された法文書を顧客に提供したことが、無資格法律
業務にあたるとの見解が判示された609。LegalZoom は、do-it-yourself 式の離婚キットを適












ⅵ 規則 7.2 広告 
ABA モデルルールは、規則 7.3 で厳密に定義づけて特に規制している「直接的勧誘」を
除き、あらゆる媒体を介しての真実である広告を認めるに至っているが、弁護士が法律事
                                                   
604 リーガル・サービス・プランには、個人向けとして月会費 7.99 ドルの Legal Advantage 
Standardと月会費 14.99ドルのLegal Advantage Plusがあり、事業向けとして月会費 7.99
ドルの Business Advantage Standard と月会費 29.99 ドルの Business Advantage Pro が
ある。Clark, supra note 595, at 253. プランの給付内容には、(i) 提携法律事務所による同
一案件につき 1 回の 30 分までの法律相談、これに関連するプラン会員のための 1 通の 2 頁
までの書面または 1 回の電話、(ii) 提携法律事務所による同一案件につき 1 通の 10 頁まで
の法文書の点検、これに関する 1 回の電話相談とその要約書、(iii) 年 1 回の法的診断など
が含まれる。Clark, supra note 599, at 269-270. 
605 Id. at 250. 
606 Id. at 256. 
607 Janson v. LegalZoom.com, Inc., 802 F. Supp. 2d 1053 (W.D. Mo. 2011) 
608 Clark, supra note 599, at 279. 
609 Janson, supra note 607, at 1065. 
610 Id. 


















                                                   






614 ロタンダ・前掲（注 572）340 頁。 











てはならない。」。藤倉・前掲（注 568）255 頁参照。 
























                                                                                                                                                     
象となる特定の事件について法役務を必要とすることが知られていない者に対し、プラン
への加入または契約を勧誘するために対面または電話による接触を行うものに参加するこ
とができる。」。藤倉・前掲（注 568）260 頁参照。 









似し、かつ、それと同様の目的に資するものである。」。藤倉・前掲（注 568）263 頁参照。 











プランに参加する法律家は、そのプランの後援者が規則 7.1、規則 7.2 および規則 7.3(b)項
を遵守することを合理的に確実なものとしなければならない。規則 8.4(a)項を参照。」。藤
倉・前掲（注 568）263 頁参照。 



























第 11 節  保険者の免許 
 
第 1101 条  定義 保険業の経営（doing an insurance business）625 
(a) 本節において、次の定義が適用される。 









第 1113 条  許可される保険の種類626 
(a) 当州において、本章の他の規定に従って許可され得る保険の種類およびその範囲は、次














第 1116 条  前払いリーガル・サービス・プランおよびリーガル・サービス保険627 
                                                   
625 NY CLS Ins § 1101. 
626 NY CLS Ins § 1113. 
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される前に、当該法人の理事会の 3 分の 2 の投票により認められていた場合に限り、本編
43 章に従って組織された法人に適用される。 












章第 23 節の規定に従って、当該プランに関連する契約の発行を許可することができる。 
     (1) その条項が誤導や混乱を招くものでなく、公衆のニーズに適合しないものでもな
いこと。 
     (2) 弁護士の職業上または公益上の義務に対する司法的監督に抵触しないこと。 
     (3) 給付に関する苦情（grievances）に対する速やかな解決を提供すること。 









                                                                                                                                                     
627 NY CLS Ins § 1116. 
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     (7) プランは、本章第 3426 条(d)項(2)の規定に従い短期間につき提供されるか、また
は長期間につき提供されるものでない限り、1 年の期間につき証券が発行または更新される
こと。 





     (9) 保険者は、いかなる理由であっても、少なくとも 45 日以上 60 日以下の日数前の
書面による通知により、プランを更新しないことができること。 

















     (1) プランにおける資金拠出者およびその他の参加者がプランのもとでの自身の責任
を果たし得ることが合理的に予想されること。 














第 15 節  弁護士（Attorneys and Counsellors） 
 







第 496 条  前払いリーガル・サービス・プラン 登録申請書629 
本節第 495 条第 7 項に規定される組織は、主たる事務所のある地における控訴部に当該組
織の性質および目的、統治機関の構成、利用可能となる法役務の類型、ならびに当該組織
が雇用または提携する弁護士の名前および住所を記載した申請書を届け出なければならな
い。この情報の更新は、毎年 7 月 1 日までに、所管の控訴部に備え置かれなければならず、
当該年度に法役務を供与する弁護士の名前および住所が含まれなければならない。  
                                                   
628 NY CLS Jud § 495. 





第 11 章 保険局   
 
第 11 節 前払いリーガル・サービス・プランおよびリーガル・サービス保険   
 
第 261 款 前払いリーガル・サービス・プラン 
 
第 261 条の 0 前文630 
(a) 本款は、2003 年法第 28 節による改正を含む 1998 年法第 65 節を実施、解釈および明
確化する。第 65 節の施行前、保険法第 1116 条は、保険者が前払いリーガル・サービス保
険の実験的プランを提供することを許可するとともに、同プランと関連する場合を除き、
保険法は保険者がリーガル・サービス保険を提供することを許可しなかった。 
(b) 第 65 節は、「リーガル・サービス保険（legal services insurance）」（法役務または法役
務の費用の補償を提供する保険と定義される）と称する新種の保険を規定するため、1999
年 4 月 1 日発効により保険法 1113 条(a)項に新たに(29)号を加えたうえ、保険法第 1116 条
を改正した（「前払いリーガル・サービス・プランおよびリーガル・サービス保険（Prepaid 
legal services plans and legal services insurance）」との題名に改めた）。 













財産処分証書（Estate Settlements）、(ii) 売買契約書、(iii) 不動産取引、(iv) 予防的法役
務、文書点検、書面作成、 (v) 婚前合意（Prenuptial Agreement）、婚姻無効（Annulment）、
別居（Separation）、離婚、(vi) 養子縁組、後見、財産管理（Conservatorship）、(vii) 雇
用契約、 (viii) 民事訴訟の防御、(ix) 占有回復（Eviction）、(x) 改名、(xi) 内国歳入庁に
                                                   



































(i) なお、本条(f)に規定された役務を人数割り料金方式（capitated fee basis）で提供する
よう取り決めた弁護士は、当該取決めが許可を受けた保険者により保険法第 1116 条に従っ
て提供されるか否かにかかわらず、保険法第 1102 条に違反する。 
(j) 第 65 節は、何が保険業の経営を構成するかに関し、法律の状態を変えるものではない。 
186 
 
(k) 改正を含む第 1116 条(h)項は、監督官は第 1116 条の規定を実施するために必要な規制
を交付しなければならない旨を規定する。本款は前払いリーガル・サービス・プランに適
用され、本章第 262 款（規制 162 号）は、責任保険証券の一部として引き受けられるリー
ガル・サービス保険に適用され、また、前払いリーガル・サービス・プランに従って引き
受けられるリーガル・サービス保険のための追加的な要件をも規定する。さらに、監督官
は 1999 年 4 月 1 日以前に第 65 節の規定を実施するために必要な規則および規制を交付す
るものとされている。2003 年法第 28 節による改正を含む 1998 年法第 65 節は、新たな保
険法第1113条(a)項(29)および新(29)号を実施する様々な適合のための修正条項は1999年4




第 261 条の 1 定義631 



















(e) 「偶発的な事象（fortuitous event）」は保険法第 1101 条(a)項(2)に規定する意味を有す
る。 
(f) 「団体加入者（group member）」とは、団体証券に関連して証券または証明書が発行さ
                                                   




(g) 「団体基本証券（group master policy）」とは、団体基本証券所持人に対して発行され、
かつこれに基づき証明書が団体加入者に発行されるものをいうが、当該証明書を含まない。 






(k) 「大量募集プラン（mass merchandising plan）」とは、個別に発行された証券を、合













(b) 取引が保険法第 1102 条に違反しない限り、本款は次のものには適用されない。 
(1) 本款 261 条の 1(b)項において定義される弁護士委任合意。 
(2) 裁判所法第 498 条により許可された紹介サービス。 
(3) 労働組合またはその他の被用者組織が雇用に関係する事案における法的支援をその
構成員に対して供給すること。 
(4) 被用者福祉給付。ただし、州法が 1974 年の被用者退職所得保障法（29 U.S.C. 1144）
により専占される範囲に限る。 
(5) 本款第 261 条の 1(a)項において定義されるアクセス・プラン。ただし、許可を受け
た保険者により提供される場合に限る。 
 
第 261 条の 3 前払いリーガル・サービス・プラン証券および証明書の条項633 
                                                   
632 11 NYCRR § 261.2 
633 11 NYCRR § 261.3 
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(a) あらゆる証券および証明書は保険法第 23 節の届出要件および認可要件に従わなければ
ならず、かつ本章第 16 款（規制 86 号）に従い特別リスクとして格付けされてはならない。 
(b) あらゆる証券および証明書は読むことができ、かつ理解することができる方法で、保険
法第 3102 条に従って書かれなければならない。 























(2) 保護が終了する時点で継続中の役務の保護はさらに 90 日間与えられなければなら
ない。ただし、プランのもとでのリーガル・サービス保険に関しては、証券は本章第 262
款（規制 162 号）に従い保護を与えなければならない。 
(f) 被保険者は現実に発生した費用よりも大きい金額につき補償を受けることができない。 


























第 261 条の 4 弁護士報酬634 
   保険者は、前払いリーガル・サービス・プランに関連して人数割り料金方式で報酬を支
払ってはならない。 
 
第 261 条の 5 前払いリーガル・サービス・プラン 団体方式635 
(a) 前払いリーガル・サービス・プランの証券または証明書は、団体が次の記述に合致する
場合に限り、団体方式でこれを発行または交付することができる。 








                                                   
634 11 NYCRR § 261.4 































































(6) 公衆健康法第 46 条に従って発行された権限証明書のもとで運営される継続的ケア
退職者コミュニティに対して発行された証券であって、同コミュニティの住人に保障を与
えるもの。 
(7) 合衆国法典 32 章 709 条（32 U.S.C. § 709）のもとで雇用される者、合衆国法典第
32 章（title 32 of the United States Code）のもとでの常勤訓練に就くか、または合衆国法











































章第 153 款（第 153 規制）第 153 条の 3(f)項および(g)項、第 153 条の 4(b)項、第 153 条の













(2) 銀行、貯金融資組合（savings and loan association）、信用組合（credit union）、ミ








(ii) 2 年以上の間、活動状態で存在していること。 
(iii) 規約および通常定款に次の旨を規定すること。 
















                                                   




(d) 本款のもとでの大量募集プログラムは、大量募集に関係する限り、本章第 153 款（規制
153 号）第 153 条の 3(f)項および(g)項、第 153 条の 5、第 153 条の 6、ならびに第 153 条
の 7(a)項、(b)項、(d)項および(e)項の規定に従わなければならない。 
 
第 261 条の 7 第 21 節の適用可能性637 
   本款の規定は、団体証券または大量募集証券との関連で、いかなる者をも適用されるべ
き保険法第 21 節の免許要求から免除するものと解されてはならない。 
 
 
第 262 款 リーガル・サービス保険 
 
第 262 条の 0 前文638 
(a) 本款は、2003 年法第 28 章により改正された 1998 年法第 65 章を実施、解釈および明
確化する。本款は同時に公布された本章第 261 款（規制 161 号）とともに読むべきもので
ある。第 261 款の前文（第 261 条の 0）は、より完全に第 65 章の背景、立法経緯および趣
旨を説明する。 

















                                                   
637 11 NYCRR § 261.7 






















事業法人法（Business Corporation Law）第 726 条、非営利法人法（Not-for-Profit 
Corporation Law）第 726 条、銀行法（Banking Law）第 7023 条において、そのような宣
言をした。第 65 章の制定に照らすと、本章は刑事手続きの保障を認めてはいるものの、そ
れはこれらの法律の文脈においてのみである。 
(g) 改正を含む第 1116 条(h)項は、監督官は第 1116 条を実施するために必要な規制を交付
しなければならない旨を規定する。さらに、監督官は、第 65 章の指示により、1999 年 4
月 1 日以前にその規定を実施するのに必要な規則および規制を交付するものとされる。
2003 年法第 28 章による改正を含む第 65 章は、新たな保険法第 1113 条(a)項(29)および新





第 262 条の 1 定義639 
   本款の目的のため、次の定義が適用される。 
(a) 「刑事手続き（criminal proceeding）」とは、高位裁判所（supreme court）、郡裁判所
                                                   
639 11 NYCRR § 262.1 
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（county court）、地区裁判所（district court）、市裁判所（city court）、タウン治安裁判所
（town court）、ビレッジ治安裁判所（village court）、ニューヨーク市民刑事裁判所











(e) 「前払いリーガル・サービス・プラン（prepaid legal services plan）」は、本章第 261





第 262 条の 2 適用可能性 一般的要件640 















                                                   














(i) 保険法第 107 条(a)項(51) において定義される公的法主体。 
(ii) 法律により特に創設された準公的法主体。 














第 262 条の 5 刑事手続きの防御642 
(a) いかなるリーガル・サービス保険証券も、本条(b)項に規定する場合を除き、刑事手続き
における防御保障を提供することはできない。 
(b)(1) 本項の目的のために、「法人（corporation）」とは、事業法人法（Business Corporation 
Law）第 726 条、非営利法人法（Not-for-Profit Corporation Law）第 726 条もしくは銀行
法（Banking Law）第 7023 条の規定に従う法人、またはそれがニューヨーク法人であれば、
これらの条項に従うことになる法人をいう。 
                                                   
641 11 NYCRR § 262.3 
642 11 NYCRR § 262.5 
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第 262 条の 6 D&O 保険の制限643 














為を実際になしたことが判明するまでに限り、本款第 262 条の 4(b)における保険保護を提
供することができる場合。 




第 262 条の 8 証券の上限（Policy limits）645 
(a) リーガル・サービス保険を規定する証券は、カバーされる役務につき各別の上限金額を
定めることができる。 





                                                   
643 11 NYCRR § 262.6 
644 11 NYCRR § 262.7 







第 262 条の 9 リーガル・サービス・プランの一部として引き受けられるリーガル・サービ
ス保険のための最低基準646 
(a) リーガル・サービス・プランの一部として引き受けられるリーガル・サービス保険は本
章第 261 款（規制 161 号）の規定に従わなければならない。 




第 262 条の 10 責任保険の一部として引き受けられるリーガル・サービス保険のための最
低基準647 
   責任保険の一部として引き受けられるリーガル・サービス保険は、次の要件を満たさな
ければならない。 
(a) 基本となる団体方式責任保険証券が本章第 153 款（規制 135 号）に従って引き受けら
れる場合に限り、団体方式で引き受けることができる。 




(c) 基本となる責任保険証券が保険法第 3102 条による場合は同条に従わなければならない。 
(d) 「損失填補（indemnification）」方式で引き受けられる D&O 保険証券を除き、「ために
支払う（pay on behalf）」方式で引き受けられなければならない。 




第 262 条の 11 弁護士報酬648 
   保険者はリーガル・サービス保険に関連して人数割り方式で報酬を支払ってはならない。  
                                                   
646 11 NYCRR § 262.9 
647 11 NYCRR § 262.10 















弁護士業務対策委員会において、権利保護保険の研究が始められた。そして、昭和 54 年 7
月、当時の会長が同委員会に対して「我が国における訴訟費用保険制度実現のための諸方
策についての検討」を諮問したことで、日弁連における研究、検討が正式に始まった651。
そして、平成 5 年 1 月には、日弁連理事会において「法律相談保険（仮称）」の骨子案652653
                                                   
649 財団法人日本経営史研究所編『大東京火災海上史』（あいおい損害保険株式会社、平成







ス・センターの今日的役割と課題）」自由と正義 59 巻 1 号（平成 20 年）44 頁。佐瀬・前





























が提示されていた。そして、平成 12 年 6 月 17 日になされた日弁連理事会決議を踏まえ、




                                                                                                                                                     
がては『権利保護保険』の名にふさわしい保険にまで育てていくよう、努力を重ねていく
所存です。」などと述べられていた。大搗幸男＝後藤玲子「投稿 「法律相談保険（仮称）」
に対する神戸弁護士会有志意見書について」自由と正義 45 巻 4 号（平成 6 年）114 頁。 
653 このような日弁連の提言が不法行為型の法律相談保険にとどまったのは保険要件とさ
れる「偶然性」（商法 629 条）をどのように解するかに関連して論議があることによるとい
う。堤・前掲（注 8）313 頁。 
654 秋山清人「実務上の運用について（特集 2 リーガル・アクセス・センターの今日的役
割と課題）」自由と正義 59 巻 1 号（平成 20 年）55 頁。 
655 佐瀬・前掲（注 3）6 面。 


























制度発足の当初の平成 12 年 10 月、日弁連との協定保険会社は、同和火災海上保険株式
会社および大成火災海上保険株式会社（後に販売中止）の 2 社であったところ661、年々増
加し、平成 18 年には 5 社、平成 23 年には 10 社を超え、平成 27 年 10 月 15 日現在、いわ
ゆるメガ損保中 2 グループ、さらには JA 共済の共済をも含む 13 社が協定に参加するに至
っている662。また、制度発足当初の平成 12 年の契約件数は 7397 件、取扱件数は 1 件もな
く、平成 13 年でも契約件数 1 万 1488 件、取扱件数 3 件に過ぎなかったところ、平成 18
年には契約件数 443 万 8126 件、取扱件数は 700 件となった663。直近では契約件数は 2185











と、受任弁護士の労力に見合った報酬を確保すべく、1 時間あたりの単価を 2 万円とし、１
事件あたり 30 時間までは個別協議を要せず請求可能とする基準による時間制報酬（タイム
チャージ）の推進が図られている665。 
平成 22 年以降、日弁連 LAC では、権利保護保険の拡大・発展に向け、諸外国の状況に




事法務、平成 25 年）543 頁。 
661 堤・前掲（注 3）204 頁。 
662 日本弁護士連合会・前掲（注 6）245 頁。 
663 鈴木和憲「弁護士保険（権利保護保険）運用状況報告」日弁連委員会ニュース平成 23
年 2 月 1 日 10 面。 
664 日本弁護士連合会・前掲（注 6）245 頁。 





① 日弁連リーガル・アクセス・センター10 周年記念シンポジウム 「～法化社会に向
けた保険への新たな期待～」（平成 22 年 11 月） 
② 第 17 回弁護士業務改革シンポジウム第 7 分科会「弁護士保険の範囲の拡大に向けて
～市民のための紛争解決費用を保険で～」（平成 23 年 11 月） 
③ 第 18 回弁護士業務改革シンポジウム第 5 部会「弁護士保険制度の更なる充実と安定
した制度運営のために ～どんな事案もカバーする保険の推進と紛争解決のための環境整
備と紛争防止のノウハウ～」（平成 25 年 11 月） 
④ 第 19 回弁護士業務改革シンポジウム第 7 部会「弁護士保険制度の発展とその可能性 
～幅広い分野に適用する弁護士保険における弁護士及び弁護士会の関わり方について～」
（平成 27 年 10 月） 
そのほか、日弁連の機関紙である『自由と正義』において、平成 20 年 1 月「特集２ リ
ーガル・アクセス・センターの今日的役割と課題」、平成 25 年 7 月「特集 1 権利保護保険
の課題と今後の展望」の 2 度にわたり特集が組まれている。ごく最近では、保険業界紙で
















                                                   
666 この連載記事のうち、仲里建良「第 4 回単位会の取り組みと弁護士の活動」平成 27 年
6 月 8 日 6 面および畠中孝司「第 5 回単位会の取り組みと弁護士の活動②」平成 27 年 5 月
15 日 6 面は、それぞれ埼玉弁護士会および奈良弁護士会につき、それまであまり公になる
ことのなかった地方単位会における制度運営の現状とその課題を明らかにしたもので、特
に貴重である。 

















② 協定保険会社等は、日弁連 LAC に弁護士紹介の依頼を取り次ぐ。 




















                                                   









平成 25 年 5 月には、プリベント少額短期保険株式会社（以下「プリベント社」という。）
から、「Miata」と称する権利保護保険商品が発売された。同社は、平成 23 年 4 月に設立さ
れた権利保護保険に特化した事業者であり、平成 25 年 5 月に東北財務局に「東北財務局（少






き 1 年間の不担保期間が設定されている。 






護士費用から免責金額 5 万円を差し引き、その金額に縮小填補割合 50％を乗じた金額に限
られる。 
月額保険料は 2980 円とされている。 
ｂ 損害保険ジャパン日本興亜株式会社の新商品「弁護のちから」 
平成 27 年 8 月には、損害保険ジャパン日本興亜株式会社からペットネーム「弁護のちか






自己負担額 1000 円）、弁護士委任費用につき 100 万円（ただし、自己負担割合 10％）であ







































                                                   
669 日本弁護士連合会・前掲（注 371）256 頁。 
670 日本弁護士連合会・前掲（注 371）262 頁。 




































                                                   
672 日本弁護士連合会・前掲（注 371）277 頁。 
673 日本弁護士連合会・前掲（注 371）284 頁。 




























をいう（法 5 条 1 項）。ここでいう「偶然」とは、保険事故の発生と不発生とが保険契約成
立の時においていずれも可能であってしかもそのいずれともいまだ確定していないことを
いう675。したがって、保険契約成立までに生じた保険事故による損害をてん補することは
できないのが原則である（同条 1 項、2 項参照）。また、保険給付請求権が発生するために




13 条、14 条）。 
２）従来の自動車保険の弁護士費用特約における保険事故 
                                                   

























































の因果関係等を特定することが困難である医療過誤（特約 4 条 3 項 7 号）や環境被害（同




                                                   





社、平成 10 年）270 頁。 
678 アフロス契約とは、損害ｲ呆険実務における呼称であり、厳密な定義があるわけではな
いが、一般に保険契約者が保険事故発生後に損害保険代理店と通謀して事故発生前の契約
成立を偽装するケースをいう。山下・前掲（注 1）208 頁。 
679 なお、英国においては、権利保護保険（訴訟費用保険、legal expenses insurance）の
一種として、紛争原因の生じた後に、請求権を行使するにあたって、主として敗訴した場
合に相手方訴訟費用を負担しなければならない危険に対処する目的で加入する事後保険


























                                                   


















681 法律相談料保険金に関しては法律相談に際して弁護士等に支払う料金（約款 2 条(2)①）、
弁護士費用等保険金に関しては法律事件の解決に際して弁護士等および裁判所に支払う、
着手金、報酬金、訴訟費用等（同②）がこれにあたる。その発生時期は、結局「保険事故」

































                                                   
682 六本佳平『日本の法と社会』（有斐閣、平成 16 年）56 頁。 
683 六本・前掲（注 682）47 頁。同書は、紛争とは「対立の一方当事者 A が、相手方 B に
対して、A の欲求実現に不利な B の行為を妨げ、有利な行為が行われるよう、B に対する
影響力を行使しようとし、A のこのような行為に対して B が同様な働きかけを行う時、両
当事者のこれらの相互行為からなる社会過程」をいうとする。 
684 六本・前掲（注 682）56 頁。 












































































                                                   










































































                                                   
687 この点は、約款上保険者の任務として「被保険者の法的利益の擁護のために必要な給付
を行う」ことが明示され（ARB 1 条）、保険給付の範囲に「法的利益の擁護のために役務給




688 小原健「特集権利保護保険 期待と課題 第 13 回（最終回）これからの権利保護保険」



























法 32 条）を侵害するおそれがあり、全体として公序良俗に反し無効（民法 90 条）という
べきである。 


























































                                                   
691 東京高判平成 27年 2月5日ウエストロ ・ージャパン文献番号 2015WLJPCA02056003。 
219 
 





























                                                   
692 清算約定につき、法定報酬の下回り（連邦弁護士法 49ｂ条）、利益相反（同法 43ａ条 4
項）、独立性（同1項）等の弁護士法の問題や競争法上の問題を取り上げるものとして、Kilian, 
aaO. (Fn. 318), 209. 権利保護保険を利用した委任事務における弁護士・依頼者・保険者相
互の関係につき、弁護士職業法および保険法の観点から検討を加えるものとして、Terriuolo, 
Das rechtsschutzversicherte Mandat: Eine berufsrechtliche und 
versicherungsrechtliche Analyse eines besonderen Dreiecksverhältnisses (Deutscher 
Anwaltverlag, 2014). 





































                                                   
694 日本弁護士連合会・前掲（注 371）270 頁。 




































                                                   
696 日本弁護士連合会調査室編著・前掲（注 695）607 頁。 





























                                                   
698 日本弁護士連合会調査室編著・前掲（注 695）615 頁。 
699 日本弁護士連合会調査室編著・前掲（注 695）619 頁。 
700 日本弁護士連合会調査室編著・前掲（注 695）620 頁。 
701 日本弁護士連合会調査室編著・前掲（注 695）622 頁。 
702 日本弁護士連合会調査室編著・前掲（注 695）612 頁。 




































よって、協力会社における弁護士紹介は、弁護士法 72 条に反しない。 
 
 




                                                                                                                                                     
あろう」と述べるが、これも同様の理をいうものであろう。 
































層の個人的なのニーズの 80 ないし 90%を満たす法役務を対象とし、すべての対象給付を前
もって支払われた掛金ように設計されている「包括的前払いプラン（Comprehensive 
Prepaid Plan）」と区別される。 





























                                                   
708 11 NYCRR § 261.1(a). 
709 信託設定者が生存中に設定し、その生存中に効力が発生する信託。田中編集代表・前掲
（注 431）524 頁。 
710 末期状態に陥った場合に生命維持治療の中止を求める、という意思を意思決定能力のあ

































契約」（保険法 2 条 6 号）あるいは保険業法にいう損害保険業（保険業法 2 条 1 項、3 条 5
項 1 号）として扱われるべきものであるかが、第一の問題である。とりわけ保険業は、保
険業法に基づく監督に服し、原則として免許を受けた保険会社（保険業法 3 条 1 項）また








                                                                                                                                                     
ットワークへの適用例として③および④を想定するものである。 
713 使用者の労働組合に対する経費援助は、原則として不当労働行為として禁止されるが、
福利厚生のための寄附は除かれるから（労働組合法 7 条 3 号）、アクセス・プランのための
資金の拠出が不当労働行為として禁じられることはない。 
714 もっとも、実質的には保険取引を業とする場合であっても、保険業法自体が保険業に該






























じたものとして保険料…を支払うことを約する契約」（保険法 2 条 1 項）と定義したうえで、
「損害保険契約」を「保険契約のうち、保険者が一定の偶然の事故によって生ずることの





                                                   
716 坂口光男『保険法』（文眞堂、平成 3 年）3 頁。 




谷編著・前掲（注 704）36 頁および近見ほか編・前掲（注 165）1 頁も同旨。 
719 落合誠一編著『保険法コンメンタール（損害保険・傷害疾病保険）』（損害保険研究所、
平成 21 年）12 頁。 


































                                                   
721 山下・前掲（注 1）356 頁。 






















保険の引受けを行う事業は、原則として、法にいう保険業にあたるが（法 2 条 1 項柱書）、
①他の法律に特別の規定のあるもの（同 1 号）、②特定の団体がその構成員等を相手方とし







外されている（法 2 条 1 項 2 号、保険業法施行令 1 条の 3）。多くの団体が列挙されている
が、主な例は次のとおりである。 







                                                   
724 山下・前掲（注 1）396 頁参照。 
725 安居孝啓編著『改訂版 最新 保険業法の解説〔第 2 版〕』（大成社、平成 22 年）22 頁。 




































                                                   
727 安居・前掲（注 725）23 頁。 
728 安居・前掲（注 725）24 頁。 








① 秘密保持に関する規律：秘密保持の権利及び義務（法 23 条、規程 23 条） 
② 利益相反に関する規律：職務を行い得ない事件（法 25 条、規程 27 条、28 条） 
③ 弁護士の専門職としての独立性に関する規律：自由と独立（規程 2 条）、信義誠実（規
程 5 条）、報酬制限の禁止（規程 12 条）、依頼者紹介の対価（規程 13 条） 
④ 無資格法律業務に関する規律：非弁護士の法律事務の取扱い等の禁止（法 72 条）、
非弁護士との提携（法 27 条、規程 11 条） 
⑤ 広告に課する規律：広告及び宣伝（規程 9 条） 
⑥ 依頼者の勧誘に関する規律：依頼の勧誘等（規程 10 条） 
以下では、このうち、前払いリーガル・サービス・プランの構造的本質にかかわるもの
考えられる報酬分配の禁止（規程 12 条）の問題を取り上げる。 
３）報酬分配の制限について 
ａ 弁護士職務基本規程第 12 条の趣旨 
本条の規定は、次のとおりである。 
（報酬分配の制限） 






                                                   








用しなければならない（規程 82 条 1 項）とされる。 
731 日本弁護士連合会弁護士倫理委員会『解説 弁護士職務基本規程〔第 2 版〕』（平成 24



































                                                   
732 日本弁護士連合会弁護士倫理委員会・前掲（注 731）25 頁。 
733 日本弁護士連合会弁護士倫理委員会・前掲（注 731）25 頁。 

































































                                                   
736 訴訟法の視点から権利保護保険をとらえたものとして、森勇・前掲（注 7）6 面。 
737 保険代位に関する事案として、大阪地判平成 21 年 3 月 24 日交民 42 巻 2 号 418 頁、東
京地判平成 24 年 1 月 27 日交民 45 巻 1 号 85 頁、東京高判平成 25 年 12 月 25 日 LEX/DB
文献番号 25502499、そのほか、やや特異な事案であるが、受任弁護士が依頼者である無資
力の被保険者に代位して弁護士費用保険金を請求した事案として、東京地判平成 26 年 9 月
4 日ウエストロー・ジャパン文献番号 2014WLJPCA09048001、その控訴審判決である東
京高判平成 27 年 2 月 5 日ウエストロ ・ージャパン文献番号 2015WLJPCA02056003 など。 
738 山下典孝「わが国における弁護士費用保険に関する一考察」大谷孝一博士古稀記念『保









薄く、今後、研究する価値が十分にある。また、平成 28 年 5 月より施行予定の改正保険業
法の枠組みにおいて、権利保護保険の保険商品としての特殊性を踏まえた保険契約者への


















                                                                                                                                                     
約の検討」保険学雑誌 629 号（平成 27 年）153 頁など。山下典孝「特集権利保護保険 期
待と課題 第 9 回保険法の視点から」保険毎日新聞平成 27 年 7 月 13 日 6 面も参照。 
739 その拘束力に関する近時の判例として、BGH, Urteil vom 16.7.2014 – IV ZR 88/13 = 
NJW 2014, 3030. 
740 執行を含むその手続法上の問題を整理したものとして、Bauer, Deckungsprozesse in 
der Rechtsschutzversicherung, NJW 2015, 1329. 
741 責任保険における免脱請求権について、山下・前掲（注 1）443 頁参照。 
742 日本弁護士連合会・前掲（注 371）271-272 頁参照。 
743 その内容および解説につき、日本弁護士連合会調査室編著『弁護士報酬規程コンメンタ
ール』（全国弁護士協同組合、昭和 63 年）。 
744 現在、弁護士報酬の額については、「経済的利益、事案の難易、時間及び労力その他の
事情に照らして、適正かつ妥当な」ものでなければならないとの基準が示されるにとどま














オーストラリアは、1987 年代後半から 1990 年代にかけてニューサウスウェールズ州で行
われた訴訟費用保険の社会実験749が挫折して以来、訴訟費用保険不毛の地であるが、平成
26 年 12 月には、政府の諮問機関である生産性委員会（Productivity Commission）により
                                                   
745 Terriuolo, aaO. (Fn. 692). 
746 英国の訴訟費用保険について、コモン・ロー上の契約法理や保険法理の適用の面から論
じた文献として、Feldman, Legal Expenses Insurance (CLT Professional Publishing Ltd, 
1998). 
747 オンタリオ州における低中所得層の司法アクセスの問題を取り扱ったものとして、
Trebilcock, Duggan & Sossin (eds), Middle income access to justice, (University of 
Toronto Press, 2012). 特に、Vayda & Ginsberg, Legal Services Plans: Crucial-Time 
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